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（ 開会 午前１０時００分 ） 

 

◆開会 

◎議長（葛谷寛徳） 

おはようございます。本日の出席議員は全員であります。最初に発言につきましてお

願いをいたします。自席での発言につきましては、マイクはご自分の方へ向けてから発

言していただきますようお願いいたします。 

それでは、ただ今から本日の会議を開きます。本日の議事日程及び質疑・一般質問の

発言予定者はお手元に配付のとおりであります。 

 

◆日程第１ 会議録署名議員の指名 

◎議長（葛谷寛徳） 

日程第１、会議録署名議員の指名を行います。本日の会議録署名議員は、会議規則第

８１条の規定により２番、中嶋国則君、３番、田中清安君を指名いたします。 

 

◆諸般の報告 

◎議長（葛谷寛徳） 

  この際、諸般の報告を行います。 

総務常任委員会より、委員長・副委員長の報告がありましたので、報告いたします。 

委員長には、１番、前川文博君。同副委員長には、３番、田中清安君が選出されまし

た。以上報告いたします。 

 

◆日程第２ 議会運営委員会委員の選任 

◎議長（葛谷寛徳） 

日程第２、議会運営委員会委員の選任を行います。 

議会運営委員のうち、福田武彦君の議員辞職により、１名欠員となりましたので、委

員の選任を行います。 

議会運営委員の選任については、委員会条例第８条第１項の規定により、５番、野村

勝憲君を指名いたします。 

 

◆日程第３ 古川国府給食センター利用組合議会議員の選挙について 

◎議長（葛谷寛徳） 

  日程第３、古川国府給食センター利用組合議会議員の選挙についてを議題といたしま

す。 

  古川国府給食センター利用組合議会議員のうち、福田武彦君の議員辞職により、１名

欠員となりましたので、選挙を行います。 
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  選挙の方法につきましては、地方自治法第１１８条第２項の規定により指名推薦に致

したいと思います。これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」との声あり。） 

◎議長（葛谷寛徳） 

ご異議なしと認めます。よって指名推薦によることに決定いたしました。 

お諮りいたします。 

指名推薦は、議長において指名することといたしたいと思います。これにご異議ござ

いませんか。 

（「異議なし」との声あり。） 

◎議長（葛谷寛徳） 

ご異議なしと認めます。よって議長において指名することに決しました。 

古川国府給食センター利用組合議会議員に２番、中嶋国則君を指名いたします。 

お諮りいたします。ただいま議長において指名いたしました２番、中嶋国則君を古川

国府給食センター利用組合議会議員の当選人と定めることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」との声あり。） 

◎議長（葛谷寛徳） 

ご異議なしと認めます。よってただいまご指名いたしました、２番、中嶋国則君が古

川国府給食センター利用組合議会議員に当選されました。 

ただいま古川国府給食センター利用組合議会議員に当選されました２番、中嶋国則君 

が議場におられますので、本席から会議規則第３２条第２項の規定により告知をいたし

ます。 

 

◆日程第４  議案第１０３号 飛騨市個人情報保護条例の一部を改正する条例について 

               から 

 日程第３０ 認定第１５号  平成２６年度飛騨市国民健康保険病院事業会計決算の認

定について 

◎議長（葛谷寛徳） 

日程第４、議案第１０３号、飛騨市個人情報保護条例の一部を改正する条例について

から、日程第３０、認定第１５号、平成２６年度飛騨市国民健康保険病院事業会計決算

の認定についてまでの２７案件を一括して議題といたします。 

２７案件の質疑と合わせてこれより日程第３１、一般質問を行います。それでは、こ

れより通告順に発言を許可いたします。最初に１０番、森下真次君。 

〔１０番 森下真次 登壇〕 

○１０番（森下真次） 

  皆さんおはようございます。議長のお許しをいただきましたので、早速、質問に入ら

せていただきます。 
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私は、「井上市長の次期市長選挙への出馬意向」この１点について質問をさせていただ

きます。 

先日の新聞に飛騨市長選挙は平成２８年２月７日告示、同１４日投票と報道されてい

ましたので、残すところ投票日までちょうど５カ月です。 

市長に就任されてから７年半が過ぎました。１期目は、市民とともに政策・事業につ

いて総点検を実施し、無用な借金はやめ、限られた財源で効果的な行政サービスが行え

る市民本位の市政を目指すための政策総点検を行い、各種事業の重点を医療、福祉、教

育、環境など市民生活に直結する市政へと転換され、また、土地の取得や、補助金の算

出方法などを明確にして、情報公開と行政の透明化を図られました。 

さらに、今後の飛騨市の厳しい財政状況を踏まえ、市民とともに事業の見直しや組織

のスリム化などを進める第二次行政改革の実施、そして「市民がいつまでも安心して暮

らせるまち飛騨市」を実現させるための基本方針である第二次総合計画の策定・実施が

なされました。現在もこの計画に沿ってさまざまな事業が進められています。 

平成２４年２月、市長は、政策公約を飛騨市の抱える長期的課題の人口減少と少子化、

そして飛騨市の活性化を解決するために「飛躍する飛騨市に向けて生活の豊かさ、心の

豊かさ、財政の豊かさの３つの豊かさを追求する」とし、厳しい選挙戦を乗り越え２期

目が始まりました。 

  そして経済的に活力・元気の湧く飛騨市に、安心して暮らせる魅力ある飛騨市づくり

に、健全な財政の飛騨市に向かって取り組みがなされています。 

市長は公約に基づき、その具現化を進めていますが、その中に「基金は増やし、借金

は減らす」があります。市長の足跡の中で数字をもって表せるわかりやすい一例として

紹介しますが、市長の１期目の最終年度である２３年度末において、普通会計、特別会

計及び企業会計を併せて市債残高３９１億円、飛騨市の基金総額１０７億円が、２６年

度末では市債残高３５４億円、基金総額１４１億円となっています。その他様々な足跡

があると思いますが、この点も自分なりに評価され答弁いただきたいと思います。 

そこで次の３点について伺います。 

１点目は、２期目の総括について伺います。２期目のスタートにあたり、所信を表明

されています。このことは選挙における公約と同じと思いますが、このことを踏まえた

うえでの市長就任２期目を総括いただきますようお願いします。 

２点目は、飛騨市の課題をどのように捉えているのかであります。市長に就任され７

年半が過ぎましたが、市政のトップとしていろいろな面で厳しい道を歩まれてきたと思

います。そこから見える飛騨市の課題をどのように捉えてみえるのか伺います。 

３点目は、来る市長選挙への出馬意向を伺います。在任期間が６ヶ月を切り、選挙投

票日まで５ケ月となりました。市民の間ではいろいろな意見が出ています。そして多く

の市民が心配をしています。現職市長として、市民の皆さまにご自身のお気持ちを伝え

る時がきているのではないでしょうか。市長として責任感をどのように遂げていかれる
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のか。来る市長選挙への出馬の意向を伺います。 

◎議長（葛谷寛徳） 

答弁を求めます。 

（「議長」と呼ぶ声あり。）  ※以下、この「議長」と呼ぶ声の表記は省略する。 

◎議長（葛谷寛徳） 

市長、井上久則君。  ※以下、この議長の発言者指名の表記は省略する。 

〔市長 井上久則 登壇〕 

△市長（井上久則） 

  皆さまおはようございます。きょうあすと８名の方の一般質問にそれぞれお答えをさ

せていただきたいと思います。 

  森下議員の答弁をする前に先般、台風によりまして豪雨災害を受けられました関東・

東北地方の被災をされました皆さまに心からお見舞いを申し上げますとともにお亡くな

りになりました皆さまのご冥福をお祈りし、早期の復旧復興を願うものでございます。 

それでは、森下議員のご質問にお答えさせていただきたいと思います。 

１点目、２点目の市長選、２期目の総括と飛騨市の課題についてはまとめて答弁させ

ていただきたいと思いますし、また、２期目の総括につきましては今議会にもまだ補正

予算を提出しておるというような状況の中で半年余りを残した２期の総括と言うのはま

だ早いのではないかと思っておりますので、２期（８年）の総括と課題をまとめて答弁

させていただきたいと思っておるところでございます。 

飛騨市が誕生して１０年の節目を経て、新しい１０年が始まっています。私も就任し

て８年目を迎えました。平成１６年２月１日に古川町、河合村、宮川村、神岡町の２町

２村が合併の道を選び、飛騨市が誕生しました。 

合併した以上は次代を担う若者が安心して後を継げる土台を作るのは、私たちの使命

であると考えていました。そして、その整備期間は、合併特例のある１０年間でありま

した。合併したからと言って裕福になったわけではありません。大きな花火を上げる前

にしなければならない大切なことは、花火を上げるための土台作りであります。 

私のこの８年間は、ひたすら飛騨市が自治体として安定し、更に発展する土台作りの

ために、今やらなければならない様々な施設の整備と改革を行うことに集中してきたと

言っても過言ではありません。 

例を挙げれば、小中学校の耐震化に伴う整備と３つの中学校の統合、保育園の整備、

ごみ焼却場の改築、リサイクルセンターの建設、神岡福祉センター複合施設や神岡給食

センターなどを整備しました。 

遅れておりました宮川振興事務所の改築、神岡振興事務所の耐震化も今年度中には完

成します。道路の整備は、完成していない道路や国道４１号線の神岡以北の防災事業な

ど未着工の道路など残ってはおりますが、それでも事業に採択され調査に入りました。

目途は立ったと言っても良いでしょう。 
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神岡町の研究施設では、重力波の観測施設ＫＡＧＲＡがいよいよ完成します。東京大

学の先生方と霞ヶ関で要望活動を行っていたことを考えると感慨無量であります。 

さらには、ハイパーカミオカンデが早ければ平成３０年には事業に着手することとな

ります。これらの事業の進展には早いものと遅いものはありますが着実に前に進んでお

ります。 

  そこで、私は、自分自身の８年を総括すると、大きく２つの課題に取り組んできたと

思っています。 

第１の課題は、飛騨市が一つの自治体として機能するために基本となる事項を整える

ことであります。 

それまで、別々の業務を行ってきた４つの自治体の組織を一つにすることは大変な作

業であり、その過程では様々な問題が生じました。まして、飛騨市が行った新設合併と

は、自治体の風土、気質から、事業の進め方に至るまでそれぞれ別々であったものを、

新しく一つにまとめ上げるということでありました。 

そして、それぞれの考え方で決められていた料金や補助金などを統一することは、色々

なあつれきを生むことになり、そのあつれきが、旧町村間の対立かのように論じられて

きました。対立をあおるかのような記事が掲載され、残念な思いをしたこともありまし

たが、私は、どの地域でも、どんな人にでも、正しいことは正しい。是正しなければな

らないことは是正する。出来ない事は出来ないとの姿勢で問題の解決に取り組んできま

した。 

その取り組みの柱は、財政の適正化であります。行政運営を行う上で根幹をなすのは

財政であります。財政が安定してこそ、様々な施策を講ずることができます。 

私は、長期財政見通しを示しながら、二次にわたって実施した行政改革と、今、実施

中の第三次行政改革によって、財政支援が終了する平成３０年度以降の財政健全化がよ

うやく見通せてきたと考えています。 

就任時２７億円であった一般会計の財政調整基金は、７９億７，０００万円にまで増

やしました。積立基金総額も８１億円が１４４億円になっています。一方借金である起

債残高は就任時の３９４億円を今年度末には５０億円減額し、３４３億円まで減らすこ

とができる見込みであります。 

  その他、補助金の交付要件の統一や整理統廃合、上下水道料金の統一、また観光など

の指定管理施設の整理統廃合と指定管理料の見直し、市が貸し付けたり、借り上げたり

している土地などの料金の課題もようやく手掛けることが出来ました。 

未登記となっている道路用地の整理も始めました。脆弱であると感じていた防災体制

は、西庁舎に防災対策室を設置し、自主防災組織の組織化、そして防災無線のデジタル

化によってようやく体制が整います。 

また、建替えによって不要となった小中学校の校舎や保育園の園舎、給食センター、

福祉会館のほか、旧神岡工業高校、レジェンドあすかや元田キャンプ場東屋などの観光
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施設、松ヶ瀬清掃工場などの衛生施設、流葉ジャンプ台などこれまで手を掛けられなか

った施設も解体しました。 

懸案でありました、公共バスも一体化し、１０月から統一料金、新路線で運行が始ま

ります。 

飛騨市が自治体として機能するためには、法令順守、情報公開、住民参加、市民目線

の行政、挨拶の徹底など、新たな風土、気質づくりの基礎はできてきました。このよう

に、合併に伴い発生した課題は、紆余曲折はあったものの、ほぼすべての課題について

概ね目途が立ったと考えています。 

  大きな第２の課題は、飛騨市が飛躍するための課題であります。これは、いくつかに

分類することができます。 

そのひとつは、産業構造の改革であります。製造業の出荷額は、年間９００億円から

１，０００億円の間を推移しています。 

私が就任以来、（株）小畑産業や（株）カクダイ飛騨工場が進出しました。日本レヂボ

ン（株）が神岡町東雲に工場を建設されました。他の企業でも工場を増設し、また建設

計画を持ってみえます。 

一方、商業の売上高は、年間２６０億円で伸び悩んでいます。しかも中心市街地から

郊外型に、地元資本からよその資本に売り上げが移っています。農業生産額は、平成６

年をピークに２０年間下がり続けています。しかも年間３０億円に満たない額でありま

す。観光消費額も３０億円と、高山市の１０分の１、下呂市の６分の１の額であります。 

今、モノを買う時、旅行に行く時に、どこに注文を出すのでしょうか。思い起こせば

１０年前と大きく様変わりをしていることを、皆さん自身が実感していると思います。

お店の形態も販売方法も変わりました。農産物でも同じであります。生産方法も売れる

商品も売り方も変りました。今、こうした変化にいち早く対応できた産地や、観光地や

お店は生き残り、変われなかったところは衰退しているのです。 

こうした課題について、ようやく民間も職員も一体となって解決に向けた取り組みが

始まったと感じています。 

ひとつの例で申し上げれば、まちづくり協議会ではビジョンセッションを開始し、若

者が自由に発言できる場を設けました。若者に呼びかけたところ６０名も集まってくれ

ました。私は、産業構造を変えるためには、若者が主体とならなければ、できないと考

えるからであります。 

  ２つ目の課題は人口減少と少子化であります。この課題は、「人口減少対策実行プラン」

によって、これから進められることとなりますが、この中で飛騨市の人口の現状につい

て詳細に分析が行われ、職員のワーキンググループによって対策が練られました。 

３ｓｔｅｐプロジェクトによって、保育園、小学校、中学校に入園入学する際に商品

券を交付することにしました。子育て世代に飛騨市に移り住んでいただきたいからであ

ります。女性の社会進出促進宣言に認定した企業が８社に及びました。移住・定住対策
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を目的とした「住むとこネット」や「移住相談所」の開設によって５ヶ月で２０件の空

き家が登録され、４件が成約しました。２件は市外の方であります。ようやく体制が整

ってきました。 

３点目は、地域の活性化であります。先行していた神岡町では、レールマウンティン

バイクのお客を、市街地へ呼び込む活動が始まりました。河合町と宮川町では、町民自

ら「振興協議会」を立ち上げ、自主活動が始まりました。また、宮川町では「種蔵」に

加えて「鮎」を使った顧客の獲得も始まりました。停滞していた古川町でも「とらふぐ」

や「薬草」による地域おこしが再開しました。「（株）飛騨の森でクマは踊る」のような

会社も立ち上がり、クリエーターなどこれまで飛騨市とは余りなじみの少ない方も訪れ

ることとなりました。外国人宿泊者は今年に入ってからも、昨年同月比較で７割以上増

えています。 

これからの地域振興は、行政が拠点をつくりその施設を核とするのではなく、住民が

自ら考え・参画し・実行する。行政は、専門家の招聘や資金の調達なども含めて後ろか

ら支える仕組みでなければならないと考えています。今ようやくその仕組みができ始め

たと実感しています。 

４点目は、魅力あるまちづくりです。 

このことは、前の３点とも重複しますが、ここに住む人にとって魅力ある空間でなけ

れば人は住まなくなります。またこの課題は、道路、交通、町並みや住宅、土地利用だ

けでなく、福祉や教育、自然環境、雇用、産業の創出、所得の確保など多岐にわたって

います。 

今、こうした課題を単独の施策として捉えるのではなく、産業振興、人口減少・少子

化、地域活性化のすべてにわたる課題解決のための施策として考えることができるよう

になりました。こうした視点を忘れなければ、政策決定を誤ることは余りないと考えま

す。 

これらが私の取り組んできた２つ目の課題「飛騨市が飛躍するための改革」でありま

す。こうした大きな改革は、すべて完了したわけではありません。むしろ困難な課題は

ようやく取り組みが始まったばかりであります。しかしありがたいと感じていることは、

職員の中に改革を進めなければならないとする意識が芽生えてきたことであります。飛

騨市にはまだまだ大きな課題が残されていますが、職員一丸となり取り組んでまいりま

す。以上が総括と課題であります。 

次に市長選への出馬意向についてでございます。 

このことについては、私の後援会からは引き続きお願いしたいとの声が出ているとこ

ろであります。現在、自分の健康状態を視野に入れながら、後援会の皆さんと検討中で

あります。また、議会開会中でもあり、これから、予算審議と、２６年度決算審査があ

ります。 

意向の表明については、これらのすべての議案審議が終了し議会閉会後、時期を見て
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行いたいと考えておりますのでよろしくお願いいたします。 

〔市長 井上久則 着席〕 

○１０番（森下真次） 

  次期市長選への出馬につきましてはこの議会が終わってからということでありあます。

私は、市長が歩んで来られたました道は間違ってないと思っています。もう少しやって

欲しいこともあります。言いづらいんですけど、私はまた残っていただければと思って

おりますので、それを申し上げまして私の一般質問を終わります。ありがとうございま

した。 

〔１０番 森下真次 着席〕 

 

◆休憩 

◎議長（葛谷寛徳） 

ここで暫時休憩といたします。 

 

（ 休憩 午前１０時２７分  再開 午前１０時２７分 ） 

 

◆再開 

◎議長（葛谷寛徳） 

休憩を解き、会議を再開いたします。次に９番、内海良郎君。 

〔９番 内海良郎 登壇〕 

○９番（内海良郎） 

  議長より発言のお許しをいただきましたので通告に基づき質問をさせていただきます。

はじめに内発的発展を目指した地方づくりによる地方創生についてお尋ねします。 

昨年５月に元総務大臣の増田寛也氏を座長とする日本創生会議が提言した「ストップ 

少子化・地方元気戦略」では、若年層の流出により９８６の自治体が消滅を迎えるとさ

れ、飛騨市もその中に含まれています。 

また国もこの流れを受けて「まち・ひと・しごと創生本部」を立ち上げ、関連法を成

立させ各自治体に「地方版総合戦略」の策定を求めているところです。 

  「農山村は消滅しない」の著者である明治大学教授、小田切徳美氏は、「増田レポート

は、行政に当事者意識、危機意識を持ってもらう戦略としては有効だが、地域に諦めや

依存心を生む恐れがある」として、各自治体の受け止め方と対応に警鐘を鳴らされてお

ります。 

  飛騨市においては、昨年度、地方版総合戦略に先駆け「人口減少対策実行プラン」を

策定され、平成２７年度予算に反映しました。この速やかな対応を私は評価しておりま

す。 

しかし、本格的な地方創生はこれからです。これからの時代を「田園回帰の時代」と
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唱えられる小田切氏は、企業誘致のように外部資本導入に依存したことが、地方の多様

な産業発展を阻害してきたとし、地域コミュニティの力による内発的な４つの経済。す

なわち第一は、独自産業型経済。第二に、交流産業型経済、第三には地域資源保全型経

済。最後に、小さな経済の構築による地域振興の必要性を強調され、そのためには各自

治体の総合戦略策定に当たっては「昭和の合併前の旧町村単位まで、さらには小学校区

単位までブレークダウンしていく必要がある」と話されています。 

 飛騨の人々は、積雪などの厳しい自然環境の中でも、集落ごとで地域資源を保全活用

し、内発的に経済を循環させる知恵も持ち、そして高度な技術を育み暮らしてきた伝統

があります。 

私は、外部資本や外部コンサルタントに依存するばかりでなく、昭和の合併前の単位

での住民ニーズの把握を行い、人口ビジョンをつくることによる小さな単位での内発的

地方創生が必要で、その先に市の総合ビジョンがあるべきではなかろうかと考えます。

そして、その先導役は外部コンサルタントではなく、この時代だからこそ市職員が担う

べきではないでしょうか。 

そこで次の３点について質問します。 

１点目は、地域コミュニティの力による内発的発展の地方創生を実現するために、昭

和の合併前の旧町村単位や、旧小学校区単位などの住民意向調査、地域資源保全調査と、

その分析に基づく人口ビジョンや総合戦略を策定する考えはないか伺う。 

２点目は、こうした事項は企画商工観光部企画課が所管していると思いますが、それ

以外に課長級の職員を各地域担当として任命し、地域のファシリテーター役、すなわち

中立的な立場で段取り進行を進め、合意形成に導く役割を果たすことはできないか。こ

れにより職員が一丸となって地方創生に取り組める環境となるとともに、何よりも内発

的発展の後押しになると考えるがいかがかお伺いいたします。 

３点目は、農村振興策として理想的な属地単位で、農地利用の合理化構想とその延長

上に必要なところにおいては再圃場整備を行うことを計画し、実行する考えはないか以

上伺います。 

◎議長（葛谷寛徳） 

答弁を求めます。 

〔市長 井上久則 登壇〕 

△市長（井上久則） 

それでは、内海議員の質問にお答えさせていただきます。 

１点目の内発的発展の地方創生についてです。 

地域コミュニティの力による内発的地方創生についてお答えする前に、まずは飛騨市

の「地方版総合戦略策定」に関する経緯、前提について確認をさせていただきます。 

昨年５月に日本創生会議・人口減少問題検討分科会が発表した人口推計、いわゆる「増

田レポート」は、全国の中山間地域の自治体に大きな衝撃を与え、こうした自治体が人
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口減少対策に躍起になるきっかけとなりました。 

しかしながら私は、飛騨市において人口減少が最大の課題であることは、平成２４年

度に実施した第二次政策総点検において既に明確にしています。 

また、増田レポートに関して申し上げれば、私は、昨年度策定した「人口減少対策実

行プラン」の中で、「消滅可能性自治体という非常にインパクトのある言葉は、地方に残

る貴重な文化や歴史、伝統、人間らしい豊かな暮らしなど、地方ならではの大きな魅力

を伝えることなく、いたずらに地方の閉塞感を増大させ、ふるさと回帰意識の低下や転

出を助長させることも懸念され、さらなる過疎に拍車をかけかねない」と指摘しました。 

人口減少対策実行プランは、人口減少という現実はしっかりと受け止めながらも感情

的な議論をするのではなく、人口減少時代の中で何をなすべきかをしっかりとした議論

をした結果であり、増田レポートに対する評価は、小田切教授が懸念しておられること

と同様であると考えております。 

これらのことを踏まえ、現在、飛騨市の地方版総合戦略の策定には、議員ご指摘の通

り、計画策定に関して必要なノウハウとスキルを有した外部コンサルタントにその支援

業務を委託しております。 

ただし、この業務委託は、策定業務の効率化・円滑化と外部の視点から飛騨市の課題

解決に資する独自性の高い取り組みの企画立案に関するアイデアとノウハウの提供を目

的としており、市の今後の方向性を外部コンサルタントに委ねているわけではありませ

ん。このことは、地方版総合戦略だけでなく、指定管理施設の抜本的経営改革など他の

地域振興計画でも同様であります。 

重ねて申し上げれば、総合戦略の策定に関しては、すべてを外部コンサルタントに委

託することは許されておらず、起草作業は必ず市が自ら行うこととされているため、こ

うした意味からも飛騨市の先導役はあくまで市職員が担っていると考えております。 

  前置きが長くなりましたが、最初の「昭和の合併前の旧町村単位、または旧小学校区

単位における調査分析に基づく人口ビジョン及び総合戦略策定」についてお答えいたし

ます。 

人口ビジョンの策定に必要な分析に関しましては、昨年度策定した「人口減少対策実

行プラン」の中で既に各地区別の調査・分析を行っており、人口ビジョンの策定にあた

って新たな調査を行う予定は今のところありません。 

また、住民意向調査につきましては、合併後１０年目に実施しており、今後は区域に

こだわらず、未来の飛騨市を担うヤル気に満ちた若者たちが一堂に会し、夢を描きなが

らこれからの飛騨市に必要な取り組みを議論する必要があると考えております。 

このことは、すでに「飛騨市まちづくり協議会」においてビジョンセッションという

形で実施しており、市内各地より約６０名の若者が参加し、有識者も交えて今後の飛騨

市に必要な取り組みについての協議を実施しております。なお、このうち１３名（２１％）

が移住者であり、女性は２６名（４１％）であります。今後の展開を注視していきます。 
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また、言うまでもなく、その場で行われた協議の結果は、必要に応じて飛騨市の総合

戦略に反映することとしております。こうした取り組みをきっかけに、地域の核となっ

て活躍されることを期待しているところです。 

次に、課長級職員を地域のファシリテーター役とすることについてお答えいたします。 

私は就任以来、一貫して職員の現場主義と地域密着型人材の育成に心がけ、職員にそ

の旨指示するとともに、自らも地域に出向いて市政懇談会等を実施しており、今後もそ

の考え方に変わりはありません。 

こうしたことから、地域のファシリテーター役を果たす職員については、課長に限定

することなく、より地域に近い振興事務所職員や地域に居住する職員全てがその役割を

果たすべきであると考えております。 

しかしながらこの取り組みで、地域振興について十分な成果が残せなかったことも事

実であります。そしてその原因は、職員に十分な能力がなかったことと、外部からの刺

激が少なかったからだと認識しています。 

誤解のないように申し上げますが、職員に能力がなかったのは、先天的に能力がない

のではなく、十分な研修と、能力を育てる機会を与えていなかったことに起因すると思

っています。職員は、雇用されて以降、精々がイベントを行うくらいのことで、特産品

を開発し、商品を販売し、観光客を呼び込むことなどやったことがないのです。そんな

職員に成果を求めることは酷であります。 

（株）飛騨の森でクマは踊るの林社長や（株）トビムシの竹本社長、鎌倉投信の新井

部長など地域おこしに携わっている方とお話しますと、社会の移り変わり、人々の考え

や価値観の変化と多様化、情報媒体の変化、グローバル社会の中での経済環境の変化と

企業の動向など自分の知識のなさ、自分に欠けていることがいかに多いかを思い知らさ

れます。 

これから地域を振興しようとすれば、そこに暮らす人、そして振興策を導き出す職員

などの熱意は必要でありますが、それだけでは成功しません。これからは広範な知識と

人的ネットワークが必要なのであります。そのためには、職員のスキルを高める取り組

みは必要ですが、それでも足らないところは、東京大学の西村先生などの研究者や、専

門家、コンサルなどで埋めるしかありません。 

今後もこうした形で地域の振興に取り組みたいと考えています。 

最後に３番目の農業振興等々についてです。 

圃場整備については、飛騨市においては特に古川町の大野・上町・是重・上気多・下

気多・沼町・杉崎・袈裟丸地区において圃場整備が実施されたのが昭和２０年代から３

０年代と古く、その区画は５畝（５ａ）の面積の水田が多く、担い手農家が、農業用機

械で耕作するには、非常に非効率的となっています。 

また、農地の所有者は、自家消費の農家いわゆる飯米農家が多いことや、水田のある

地域の住民でなく他地域に住む人が多くあり、水田を財産と捉えているなど、所有者の
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考えが入り交じっており、農地の集積や再圃場整備が難しい状況にあります。 

昨年度から一定面積を確保すれば個人負担なしで規模拡大できるのに、再圃場整備が

進まない最大の理由が、将来いつでも売却したり転用できる状態にしておきたい。体が

動くうちは自分の田で米を作りたいと思う農地所有者の考え方を変えることが難しいか

らであります。 

しかしながら、古川町上気多から沼町地域にかけての水田は、旧古川町時代に県営土

地改良総合整備事業で宮川右岸用水からのパイプラインが農免道路を越えてＪＲ線路付

近まで埋設されており、その老朽化も著しく、近い将来は、敷設替え等の大規模な整備

が必要であり大きな課題であります。 

また、担い手農家などを中心に効率的に農業経営をするには、圃場を集積し大きくし

て欲しいとの声も上がっており、市としても再圃場整備は早く進めたいと考えておりま

す。そのためには、農地所有者にねばり強く説得していくことが不可欠であります。 

市では、現在是重地区で農地中間管理機構による農地の集積と圃場整備を目指し、今

年度からアンケートを始めとする状況調査を行っています。これらの調査をもとに、所

有者の意見集約ができれば、農地を集積し再圃場整備を行いたいと考えております。 

また、大規模な圃場整備ができない農地に対しても、市単独事業の小規模基盤整備事

業の補助率を見直し、個人が農地の区画拡大を行う場合、２０ａ以上は９割以内を、２

０ａ未満は７割以内を補助するよう改正しており、規模の小さな農地でも区画拡大がで

きるようになっています。 

参考ですが、飛騨古川農業農村振興会議が、平成１６年度から平成２４年度の９年間

に、２８３筆、１３．８ｈａの水田の区画拡大を実施しており、平成２５年度からは、

飛騨市の補助事業として平成２６年度までの２年間に３．９ｈａで８２筆の水田を２１

筆に区画拡大をしています。 

市としては、これらの事業を活用し、農地集積が可能な地域から順次再圃場整備を実

施していきたいと考えています。 

〔市長 井上久則 着席〕 

〇９番（内海良郎） 

答弁ありがとうございました。 

私がこの内発的発展の地方創生についてお尋ねしたのは、この外部コンサルタントの

知恵を借りるということも必要な場面もあると思われます。 

しかし、飛騨市は複雑なこの地形上から分散して集落を形成して、暮らしてきた特色

があるということでして、つまり集落単位や、学校単位でのコミュニティで丁寧な住民

意向の把握と地域資源の保全調査をしなければ人の心に寄り添わない法律１本の地域創

生策になりはしないかとそういう危惧をしたからです。 

そしてこの倹約は住民のひとりでもある市職員の使命であるということを考えたから

です。ぜひ、最適なコミュニティの範囲をよく検証していただき、地域の実情が反映さ
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れた地方創生に市職員一丸となって取り組んでいただきますことを期待しまして次の質

問に移ります。 

次に、指定管理制度の適正な運営についてお尋ねいたします。 

現在、市では指定管理施設の抜本経営改革が有限責任監査法人のコンサルティングを

受けながら進められています。本議会に提案されている補正予算案にも統合第三セクタ

ー出資金として２億円が計上されています。一方で、先般新聞報道もありました「神岡

町公民館の指定管理に係る神岡商工会議所の不適正な経理」もあり、市民からは指定管

理制度の透明で適正な運営が求められているところです。 

指定管理料は市民の税金で賄われていることから、観光・商工施設は地域活性化を図

るためとはいえども民間との兼ね合いもあり、あくまでも自助努力により利益を追求し

ながら極力指定管理料ゼロを目指すべきであると思われます。そして何より、各施設に

対しては公正で公平であるべきことは言うまでもありません。 

また、中には、指定管理施設の出資金が少ないことなどから一時的に運営資金を銀行

から借り入れるにあたり社長個人の定期預金を担保にして借り入れられたことを耳にし

ております。このことからも社長の給与はきっと自ら低く抑えられてみえると推察して

おります。指定管理施設で働く職員は殆どが飛騨市民であり、民間に準じた給与は支払

われるべきであるとともに、人件費の算定については公正でなければなりません。 

そこで、統合第三セクター出資金の補正予算額２億円は、施設の設置目的を果たすた

めには妥当な予算金額であると私は思います。 

ついては次の３点について質問します。 

１点目は、指定管理料を支払っている観光・商工施設に係る社長や施設長クラスの給

与格差はどの程度あるのか。平成２２年度から平成２６年度の最高給与月額とその施設

名、および最低給与月額とその施設名をお伺います。 

２点目ですが、現行の人件費算定単価は公平性を欠くものになっていないのか。また

今後、算定基準の透明性を図るなどの是正は考えていないのか伺う。 

３点目ですが、神岡商工会議所の不適正経理はなぜ早期に発見できなかったのか。ま

た指定管理料に係る適正な会計処理はどのように担保されているのかをお伺いいたしま

す。 

◎議長（葛谷寛徳） 

答弁を求めます。 

〔企画商工観光部長 水上雅廣 登壇〕 

□企画商工観光部長（水上雅廣） 

指定管理制度の適正な運営についてお答えいたします。 

観光・商工施設の管理・運営に従事されている社長や施設長クラスの給与格差につい

て過去５年間における最高給与月額と最低給与月額、施設名についてのご質問ですが、

個人を容易に特定することとなりますのでお答えいたしかねます。何卒、ご理解をお願
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いいたします。 

ここでは、どの程度の差額があるのかについてお答えします。 

施設ごとに捉えた場合、最大で月３９万円程度の差額が生じています。最高額は月５

４万円、最低額は月１５万円です。 

２つ目の現行の人件費算定単価の公平性についてですが、市としては、指定管理者制

度を運用する上で、その施設に係る指定管理料上限額を定め、公募を行っており、その

際に関係法令、例えば労働基準法等を遵守するよう事業者に求めております。 

また、指定管理料は最終的に議会の議決を経て決まるというプロセスを経ております。

申し上げたいのは、市の公募に対して応募する事業者は、市が定める上限額の中で対象

施設を運営できると判断し、事業計画を立案し、施設運営にあたっておられるというこ

とです。 

つまり、社長や施設長が給与月額などについては、定めた指定管理料の範囲内で施設

運営がなされているのであれば、事業者の裁量に委ねられるということです。指定管理

者制度は民間のノウハウの活用により施設を効果・効率的に運営することがそのひとつ

のメリットだと思います。 

従って、例えば、指定管理料を投入していない施設にあって、想定よりも多くのリタ

ーンが得られるのであれば、それだけ多くの役員報酬なり給与を支払ってもよいと解釈

しています。しかしながら、指定管理料は赤字補てんという側面もありますので、公平

性を欠くような給与の支払い実態が認められる場合にあっては、必要な是正措置を指定

管理者に求めていくこととなります。 

ご質問でも触れていただきましたように、平成２４年度の議会での附帯決議を受け、

現在、市では商工・観光分野の指定管理施設の抜本的経営改革に取り組んでおり、その

一環として、平成３０年度の指定管理料上限額を定めました。 

現指定管理者はそれぞれ、その金額での管理・運営を目指し、事業計画を立案し、３

年後のあるべき姿に向かって企業努力をされていると認識しています。こういった取り

組みにより、収支も含め、本来のその施設のあるべき姿に収れんしていくものと考えて

おり、議員がおっしゃられる透明性も増すものと考えています。 

３つ目の神岡町公民館における不適正経理についてお答えします。 

問題が発覚したのは、事業者が指定管理を終えた後にパソコン教室運営者より、平成

２６年度の部屋の賃借契約について問い合わせがあり、この事実確認を進める中で明ら

かになってきました。 

今回、問題となったのは大きく２点あります。１点目のパソコン教室の取り扱いにつ

いては、指定管理の管理対象であった２階作業室をパソコン教室運営者に転貸し、そこ

から得られた収入を指定管理契約に基づく収入に含めていなかったことです。 

つまり指定管理者が市と締結した基本協定書に基づく会計処理を行っていなかった訳

ですが、パソコン教室が定期的に行われていたことは、神岡町公民館を管理する職員も
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知り得ていたことでもあり、市側にも管理・監督に落ち度があったと認識しています。 

２点目の事務所の目的外使用料の取り扱いにつきましては、神岡商工会議所が公民館

に指定管理者として入る際に算出した目的外使用料そのものが故意に安価に算定され、

３年後の契約更新時にもその事実を知りながら同様の契約更新の手続きを行ったもので

あります。このことに関しても、担当者の責任だけでなく、事務手続き上の管理チェッ

ク体制に問題があったと認識しています。 

指定管理施設に係る適正な会計処理に関しては、当然のことながら、指定管理の開始

時点で市と指定管理者が締結する基本協定に定めており、毎年度の事業終了後に事業報

告書が提出され、その内容に疑義のある時は指定管理者に報告、口頭による説明を求め

ることとしています。  

また、事業実施期間内であっても、本業務に係る管理経費等の収支状況等について疑

問が生じた場合は、指定管理者に対し説明を求めることができるとされています。 

しかしながら、収入が意図的に落とされていた事実は確認しづらい事項であり、仮に

その他の施設や団体で同じことが行われていたとしても発見は難しいと思われます。 

これまで指定管理者の経理は税理士などが会計処理することが多いことから、性善説

に立った監査を行っていましたが、今後は、指定管理者は不正をする可能性があること

を前提としながら、収支の状況、その内容等を把握するなど、必要な措置を講じていき

たいと思っています。 

〔企画商工観光部長 水上雅廣 着席〕 

〇９番（内海良郎） 

ありがとうございました。お聞きしますと給与１ケ月分の最高額が５４万円、最低額

が１５万円、３９万円の開きがあるとおっしゃられました。３倍から４倍もの差がある

ということです。あえてどことはそんなことを求めていませんので、よろしいですが、

指定管理料を払っていなければとやかく言うつもりはありません。 

月額給与最低１５万円では、本当に気の毒でないかと私は思います。一方、この５４

万円は、この地域での賃金水準では相当高額だと思います。他の施設と比べて高額にな

っている根拠。例えば管理上、国家資格が必要であるとか、業務の特殊性で払わならん

ということなのですが、その根拠は何かということ説明願いたいと思います。 

◎議長（葛谷寛徳） 

答弁を求めます。 

□企画商工観光部長（水上雅廣） 

先ほどの答弁でも申し上げましたが、指定管理料そのものは市の方で額を定め、それ

によって指定管理者側でどういうふうにされるのかということを検討されて応募をされ

ておるところでございます。 

したがってこうした給与の差額が出ることについては、事業体の努力であるというよ

うなことも認識しながら、ただ、一方では先ほども述べましたけども、指定管理の抜本
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改革の中で人件費を含め妥当な水準になるようにその委託料の目標額を定めております

ので、そうしたことにおいてしっかりとした収支の均衡が図られていくと思っておりま

す。 

〇９番（内海良郎） 

  繰り返しになりますが、この指定管理料は市民の税金で賄われておるということです。

特に人件費の積算ということについては、公平で仕事に見合った金額でなければならな

いと思います。不適正な会計処理もあったことを含めて、特に指定管理料の人件費が公

正で適正かどうかについて代表監査委員におかれましては、月例監査などの中で確認を

願いたいと思います。 

また、指定管理料の算定にあたっては、人件費の積算の合理的な基準で策定をしてい

ただきたいということをお願いいたしまして次の質問へ移ります。 

最後に行政改革についてお尋ねいたします。 

井上市長は「市民本位」を信念に、政策総点検や行政改革を積極的に実施され、効率

的で機能的な組織の構築に努められてきました。 

また財政運営では、市民に長期財政見通しを示しながら健全化を進められ、その成果

があって、就任時の平成１９年度末に２７億円であった財政調整基金が平成２６年度末

には２．５倍の６８億円となっています。 

まさに「市民がいつまでも安心して暮らせるまちづくり」を着実に牽引してこられた

ことに敬意を表するものであります。 

その一方で、本市に限らず自治体運営の環境は今後はより厳しく推移することが予測

されます。 

そこで次の２点について質問します。 

１点目は、これまで市政を中心的に担ってこられた昭和３０年生まれの職員が今年度

末をもって定年退職を迎えられます。この年代は団塊世代であることから、多くの職員

数であり、市政に与えるインパクトは大きいと考えます。 

そこで、幹部職員の大量定年退職に対応した来年度の行政組織の再構築について人材

確保と組織運営の考えを伺います。 

２点目は、平成２６年度決算では、普通会計の基金残高が１１７億円となっています。

全国の自治体の中には、基金の安全で効率的な運用を図るため、預金から債券への移 

行や基金の一括運用など行い運用益を上げているところがあります。 

そこで、本市の今後の基金運用についての考えを伺います。 

◎議長（葛谷寛徳） 

答弁を求めます。 

〔総務部長 小倉孝文 登壇〕 

□総務部長（小倉孝文） 

  行政改革について１点目につきましては私の方から答弁させていただきますので、お
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願いいたします。 

議員ご指摘のとおり、今年度末から多くの職員が定年を迎えます。一般行政職の職員

だけでは平成２７年度末に７名、２８年度末が６名、２９年度末が８名、３０年度末に

は８名が退職する見込みです。 

 最初に、人材確保についてお答えします。 

第二次定員適正化計画では、現在の職員数を維持していくことを目標としております。

ところが近年、学卒者の応募が減少し、必要人数の確保が困難になりつつあります。 

そこで、来年度から民間経験者の採用を予定しております。民間経験者は、行政の経

験や考えに偏っておらず、民間の競争原理を身につけています。こうした能力を持った

人材を登用することで、自治体間の競争に勝ち抜ける組織力が高まるものと期待してお

ります。 

また、専門分野を充実させるためには、土木技術、建築技術、学芸員、司書、保健師、

保育士などの人材についても確保を進めております。さらに、来年度から再任用制度を

本格化導入することとしており、経験豊富な職員のこれまで培ってきた技術や能力が継

承されるものと考えております。 

なお、来年度採用職員について、一般行政職（大卒程度の学力程度）さらに保育士な

どの専門職を含めて現在１２名に合格通知を出しております。 

 次に、組織運営についてお答えします。 

最初の質問でお答えしたように、これから求められる職員像として、課題を見つけ、

政策を立案し、それを実行することによって課題を解決することができる能力が挙げら

れます。各種研修や、日々の業務での高い目標設定などを通じて、人材の育成に努め、

能力の高い集団をつくって行く必要があると考えております。 

 今年度から５年間を人材育成強化期間と位置づけ研修を行っています。 

主なものとしては課題解決研修、市民対応力向上研修、派遣型では全国地域リーダー

養成塾、自治大学校、実務研修として、岐阜県東京事務所、岐阜県古川土木事務所への

派遣、市町村研修センターを活用した研修、そして、職場においても日常業務における

育成指導や各職場の情報共有を図るために発表する能力を向上させる研修を手掛け、能

力の開発に努めておるところでございます。 

 加えて、職員の意識改革は不可欠であります。 

来る１０月８日には、東京大学名誉教授の大森彌
わたる

先生を講師とした、人材育成講演会

を開催し、人口減少時代を生き抜く職員の意識改革を図りたいと考えております。 

このような取り組みにより、職員一人ひとりのまちづくりへの使命感と意識を高め、

市民の要請に柔軟に対応できる人材と組織をつくります。 

 なお、第三次行政改革大綱では、振興事務所の機能の見直しを掲げています。それ以

外の組織の見直しでは、医療政策の業務を病院管理室に引き続き置くべきか否か、公共

下水道事業が完了した後の上下水道課をどの部署に置くべきかなどが議論の対象になる
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と考えていますが、結論までには至っておりません。 

〔総務部長 小倉孝文 着席〕 

◎議長（葛谷寛徳） 

続いて答弁を求めます。 

〔会計管理者 野村重昭 登壇〕 

□会計管理者（野村重昭） 

それでは今後の基金運用についての考え方につきましてお答えさせて頂きます。 

現在「飛騨市公金管理及び資金運用基準」に基づき、１年以内の運用として、８月末 

現在で財政調整基金７９億７千万円、一般会計減債基金１億６千万円余りを始めとし、

全２３基金、合計１４４億１千６百万円余りを市内金融機関への定期預金として運用し

ています。 

この９月に満期を迎えます基金につきまして、８月末に利率入札並びに見積入札を行

いましたが、運用利率は最低が０．０５％、最高が０．３４％であり、利子総額の平均

利回りは０．２４７％で運用を行うことが決まりました。 

議員ご提案の一括運用・債券での運用を全国でも、また県内の一部市でも行っており、

運用先は日本国債、政府保証債及び県債等の地方債で、具体的な運用期間は１０年から

２０年の長期債権として運用されています。 

具体的な運用利率では、８月に発行されました金融機関・非課税法人向け利付国債の

利率は、２年国債と５年国債が０．１％、１０年国債が０．４％、２０年国債が１．３％

となっています。 

このような現状から、現在の市が行っている資金運用は、２年、５年の短期国債の利

率０．１％を上回っております。 

飛騨市では長期財政見通しを公表し、平成２９年度から財政調整基金の取崩しを見込

んでおり、１０年後には財政調整基金と減債基金総額が約２１億円まで減少すると見込

んでいることから、１０年を超す長期債券による運用については考えておりませんが、

金融機関の利率も年々下がってきていることから、短期国債等債券の利率については今

後も注視しながら、ペイオフ対策も考慮して安全・確実な基金運用にあたりたいと考え

ています。 

〔会計管理者 野村重昭 着席〕 

〇９番（内海良郎） 

  ありがとうございました。はじめの民間採用やら再任用を検討してみえるということ

でしたが、この民間採用の考え方は先ほどおっしゃられたように専門職的なその部分、

そういうことを捉えた民間採用なのか。それとも民間の知識を得ながら一般職公務員と

してもそういうものも必要だという形の中だけなのか。その辺はいかがでしょうか。 

◎議長（葛谷寛徳） 

答弁を求めます。 
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□総務部長（小倉孝文） 

  お答えいたします。今年度につきましては、一般行政職の大学卒業程度ということで

民間企業に５年以上勤めた方々を対象として募集をしたわけです。 

しかし、技術職等につきましては、今後考えて行く必要があると考えておりますので、

よろしくお願いいたします。 

〇９番（内海良郎） 

  来年以降の職員の退職に伴う組織だとか人事の対応、そして危惧についていろいろ考

えてみえるということでお聞きしました。ありがとうございました。 

  私は、井上市長は、自治体が本来持つべきこの品格と責任を持った市政運営を展開さ

れてこられたということで敬意を表しております。 

  合併後のこの地域間でありました不公平を是正して補助金などの適正化を進められ、

さらには特定団体等に便益を与えるような地域性は一切排除する姿勢を貫き通してこら

れたということです。 

これからも透明性を図り、品格ある市政運営をお願いしたいと思います。 

  そして、地方創生につきましてもこれまでどおりの現場主義に立ち、今、育ちつつあ

る子ども達、これから誕生する子ども達が希望を持って暮らしていけると思えるような

まちづくりに、できる限り邁進していただくことを願いまして私の質問を終わらせてい

ただきます。ありがとうございました。 

〔９番 内海良郎 着席〕 

 

◆休憩 

◎議長（葛谷寛徳） 

暫時休憩といたします。再開を１１時２５分といたします。 

 

（ 休憩 午前１１時１７分  再開 午前１１時２５分 ） 

 

◆再開 

◎議長（葛谷寛徳） 

休憩を解き、会議を再開いたします。中嶋国則君の一般質問ですが１問のみ午前中に

進めたいと思います。次に２番、中嶋国則君。 

〔２番 中嶋国則 登壇〕 

○２番（中嶋国則） 

議長のお許しを得ましたので質問させていただきます。 

質問に入る前に、今回の災害の関東、あるいは東北地方で大雨特別警報が出され、鬼 

怒川など河川の堤防決壊などで甚大な被害が出ております。被害に合われた皆さまにお

見舞いを申し上げるとともに、お亡くなりになられた方のご冥福をお祈りいたします。 
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去る８月３０日、飛騨市防災訓練が実施され、飛騨市人口の２８.３％にあたる７，２

５１人が避難訓練に参加しました。また、防災訓練の実施に合わせて市内全域に携帯電

話へメール試験発信を行いました。 

緊急の際、放送の聞こえないところにいてもメールが受信できれば身を守る行動がい

ち早くとれます。メールの有用性が再認識できたのではないでしょうか。災害が起こっ

た際にどのように市民の命を守るかは行政に課せられた喫緊の課題であります。 

さて、市内の小中学校の耐震化は、市長の英断により１００％達成されました。 

市内の各小中学校の地震を想定した訓練では、非常ベルと校内緊急放送により児童生

徒に地震発生を伝え、安全の確保、一定の時間をおいてグラウンドに避難する方法がと

られています。 

しかし、高山市の場合、平成２０年度にすでに緊急地震速報装置がどの学校にも設置

され、緊急地震速報を活用した、命を守る訓練が実施されています。高山市では地震速

報が自動的に瞬時に各教室、体育館、校内に伝わるシステムとなっています。 

現在、飛騨市の小中学校では緊急地震速報を受信できるのが職員室と限定されている

ため、安全確保の初動対応が遅れることが危惧されます。 

岐阜県内に影響を及ぼす最大級の地震について、県は平成２３年１１月から平成２５

年２月にかけて、独自に被害想定調査を岐阜大学に委託して実施しました。その調査結

果によると、飛騨市にとって最悪となる地震は、跡津川断層地震であります。この断層

は、飛騨市から富山県大山町に及ぶ約６０㎞の断層であり、マグニチュード７．８、最

大震度６～７が予想される巨大地震であります。想定される建物被害は、全壊２万棟、

半壊３万９，０００棟、冬の朝５時に地震が発生した場合、死者９８０人、負傷者９，

０００人と発表しています。 

小中学校は、市民の災害時における避難所にも指定されており、職員室からの校内放

送でなく、直接聞くことが出来る緊急地震速報装置の導入により、避難者を安心させる

ことが必要であると強く思います。 

予測不可能な巨大地震に備え、素早く身の安全を確保し、命を守るためにも緊急地震

速報システムがすべての学校に設置されることが急務です。 

こうした現状を踏まえ、地震災害に対し迅速に命を守る行動がとれるようにするため

に、緊急地震速報装置を設置すべきと考えますが市長の見解を求めます。 

◎議長（葛谷寛徳） 

答弁を求めます。 

〔教育長 山本幸一 登壇〕 

□教育長（山本幸一） 

小中学校児童生徒の迅速な安全確保への現状改善に関わる施策に対するご質問という

ことで教育長が答弁させていただきます。 

飛騨市では、議員がお話されましたように今年は、８月３０日に実施されましたが、
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災害はいつでもどこでも発生することを常に想定しての市防災訓練を核に、市民の命や

財産を守るための危機管理体制を構築、強化するとともに市民自らの防災に対する知識

と意識の高揚に努めてきていることはご承知のとおりです。 

関わりまして各小中学校においては、飛騨市小中学校教育指導の重点のひとつとして

掲げています防災教育を「自分の命は自分で守る、安全な行動や的確な避難行動が学校

地域の防災活動や災害時におけるボランティア活動に進んで取り組んで行こうとする態

度を育てます」として、それぞれの学校の健康安全全体計画に防災教育を位置づけて実

施しています。 

特に命を守る訓練については、近年形式的訓練からの脱皮とともに各学校の立地条件

に沿っての訓練への改善が図られてきている中で今回、大規模地震発生時において児童

生徒がより迅速に自らの安全を確保する動きができる施策に対する議員のご質問はさら

なる安全強化に対するご提言をいただいたこととして認識しています。 

まず、原状としての市の緊急地震速報の利用については、既に気象庁が発表した速報

を受信し、同報無線から報知音とともに市民に伝えるシステムが整備され、各小中学校

においても校内または屋外に設置されている同報無線によって、速報を受信することが

できるようになっています。 

しかしながら、議員ご指摘のように同報無線は職員室に設置されていますので、緊急

地震速報が職員室に流れてからの校内放送ということから、時間的な差が生じるのは事

実です。 

また、屋外にある同報無線も聞きづらい場所がありますので、校舎内外すべてで生活

しているすべての児童生徒や教職員が、その速報を瞬時にキャッチできないことも想定

されることです。 

よって、児童生徒や教職員が、学校のどこにいても緊急地震速報が瞬時に伝わる仕組

み、例えば速報を受信する装置と校内放送施設を接続して利用するなど、原状のシステ

ムを活かすことを視野に入れながら防災担当部局、消防本部とも協議しながら今後の整

備について検討していきます。 

  児童生徒の健康と安全を無くしての教育はあり得ません。健康教育とともに危機管理

に強い学校づくりのためのハード、ソフトの両面からの充実に努めていくことを申し上

げまして答弁を終わります。 

〔教育長 山本幸一 着席〕 

○２番（中嶋国則） 

  教育長から縷々説明がありました。その中で、私としまして２点ないし３点質問した

いと思います。 

  まず、この緊急地震速報装置は必要だということは、お認めになられましたけども、

実際、どの程度把握してみえるかについては今の答弁について、ちょっと疑問なところ

がありますので、あえて質問させていただきます。 
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  と言いますのは、高山市は７年前に既にこのシステムを小中学校に導入しております

し、あるいは保育園、幼稚園そういった市有施設にもすぐに伝わるそういうシステムを

導入しています。 

  飛騨市は７年経っても、まだ具体的な検討がされていないということになろうかと思

います。 

それで、私もどういったシステムか分らないものですから、高山市まで出かけようか

と思ったんですけれども、高山市へ行く時には高山の実情を専門業者の方にお聞きをし

ました。そして、先週ですけれども吉城高校へお邪魔をしまして実際に緊急地震速報装

置を見せていただきました。 

  また、学校の教頭先生、事務担当者の方から説明を受けまして、そのことを少し報告

させていただきます。 

  緊急地震速報の電波が気象庁から送出されると、瞬時に自動的に装置が受信をしてさ

らに放送設備に自動的に流れると言うシステムになっております。ですから、各教室、

体育館等に地震速報が流れます。 

さらに、便利なことに速報装置に訓練用のデモ音声がついています。これが高山市で

もおそらくやってみえるんだろうと思いますが、避難訓練にこのデモ音声を利用してで

きるということを吉城高校で説明を受けてきました。 

  さらに「この設備はいくらしますか」とお尋ねしたこところ、高校に一つあればいい

ということです。 

一つの値段が高いものもあれば安いものもあるということですが、吉城高校で備えら

れた装置は、取り付け工事費込で約７万円ということです。この７万円の装置があれば

教室、体育館等に自動的に瞬時に流れますということです。また、地震によっても電波

をいち早く察知することができれば、実際に地震が起こる何秒か前には放送が流れると

いう大変貴重なお話を伺ってまいりました。 

  専門業者に聞きますと、これはＦＭ放送を利用しているから、飛騨市内においては河

合小、宮川小、山之村小中学校の３校については、放送が無理だと言うことです。「その

対策はあるのですか」と聞きますと、別の対策をいくらでも検討できるということでし

た。 

そこで、業者お聞きしますとメーカーによっていろんな工事費があるが、工事費込で

安いもので２０万円、高いもので３０万円くらいでひとつの受信装置が各学校につくと

いうお話でした。 

  ですから、河合小、宮川小、山之村小中学校にはインターネットを利用した方法で瞬

時に受信ができるということです。総額で、１３０万円から１４０万円あれば設置でき

るのではないかと思います。そういうことでぜひ、教育長さんにこういったことを検討

していただきたいと思いますがいかがでしょうか。 
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◎議長（葛谷寛徳） 

答弁を求めます。 

□教育長（山本幸一） 

  高山市との異なり等の中で、吉城高校の事例等もお話されましたけども、私も、消極

的かもしれませんが、今後精一杯勉強して対応に努めていきたいと思っております。 

  復唱するようですが、高山市の場合は各学校に設置した緊急地震速報受信機と校内放

送設備が接続されておりまして、校内の教室等にあるスピーカーから自動的に速報が流

れるシステムになっております。 

それから、飛騨市におきましては、各学校の職員室、一部体育館もそうですが先ほど

申し上げましたように、校外周辺に設置された同報無線から緊急地震速報が流れたら、

即座に学校職員が校内放送をかけて、教職員、児童生徒に連絡するシステムとなってい

ます。ですからここに放送するまでの差があるということはご指摘のとおりであります。 

ということで、今後、今あるシステムをどのように利用するかということも含めなが

ら前向きに検討していきたいと思っています。また、専門の方との協議も十分必要にな

ってくると思っています。 

○２番（中嶋国則） 

  検討するということです。私、一般質問の通告書の中で小中学校は災害時における避

難所にも指定されているということで申し上げております。そこには、校内放送ではな

く避難された人達が瞬時に聞くことができるそういったシステムの必要性を訴えたわけ

です。 

  そこで、防災担当の総務部長にお尋ねしたいと思います。 

先ほどから何回も言っておりますように繰り返し言いますけども、高山市は平成２０

年度、７年前に導入されております。 

これは小中学校のみならず、先ほど申し上げましたように保育園であるとか、幼稚園、

あるいは大病院、日赤、久美愛病院、そういったところへも高山市は無償でそういう装

置を貸与してさらには、取り付け工事費は１ケ所あればできるのですが、最大３０万円

までなら全額高山市が負担すると。そういった制度を既に学校は７年前ですが、順次進

めておられるという現況。その辺の取り組みにつきまして高山市の把握状況が分かって

いましたらお尋ねをしたいと思います。 

◎議長（葛谷寛徳） 

答弁を求めます。 

□総務部長（小倉孝文） 

  飛騨市の場合におきましては、先ほど教育長が申しましたように同報無線は、公共施

設全てに付いております。教育委員会の方からありましたので、付いてない体育館等に

ついては必要があるところは付けよと今、言われましたように体育館は避難所であると

いうことで、そういう話しがあったときには体育館の方にも付けなさいと指導をしてお
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ります。 

  高山の状況と言われましたので、聞いている範囲で説明させていただきますと、公共

施設については付いていると。ただし、地域の公民館については、各自治体が自動起動

型のラジオを購入していただくということで斡旋をしていると。 

また、飛騨市におきましては、各家庭に個別受信機が付いておるということで何かあ

りましたら、先ほどから教育長が述べましたように緊急地震速報又は、東海地震予知情

報、東海地震の注意情報また、こんなことあってはならないことですが、弾道ミサイル

情報などが緊急に入るということになっております。 

ということで、各家庭にもこのような装置が付いているということで、高山市の各戸

については購入していただくということを聞いておりますのでよろしくお願いします。 

○２番（中嶋国則） 

  今の総務部長の答弁で、私の認識と違うところがあります。と言いますのは、私も高

山市役所の方に直接電話でお聞きしたところによりますと、そういった緊急装置を受け

る各家庭ですが、「防災ラジオ」と言っております。これについては無料で貸与というこ

とで、これの使用料を月３００円頂戴しておるというお話でしたので、その辺無料でや

っているということ。そして、設置工事については、補助制度を設けて設置工事費が３

０万円までは全額負担というようなこと。その辺の情報を確認されているのかどうかを

お尋ねしたわけでございます。 

  私の持ち時間が午後からもございますので、これにつきましては要望に替えさせて頂

きたいと思いますけども。 

跡津川断層地震は明日、起きるかもしれません。ですから、緊急事項ですので、でき

れば１２月補正、あるいは３月の新年度予算で盛り込んで頂きますことを要望しまして、

私の質問を終わらせていただきます。 

□副市長（白川修平） 

  中嶋議員の方にお答えというか、原状把握するように報告するわけですが、飛騨市に

おいては個別受信機が各家庭に入っております。先ほど総務部長が申しましたように、

緊急速報が入れば同報無線の方で瞬時に入るわけです。 

高山市は個別受信機がないので、中嶋議員がおっしゃたようにリースで借りてみえる

ということですが、現在の防災体制が飛騨市と高山市が異なっておるということをまず、

ご認識を頂きたいことが１点。 

  それから、冒頭で教育長が答弁申し上げましたように必要なものがあれば、早急に設

置をしたいと考えていますし、そういうことを前提に答弁させていただいておりますの

で、もう一度確認させていただきたいと思います。 

○２番（中嶋国則） 

  副市長の言葉に対しまして簡単に。 

  飛騨市の場合、同報無線がありますので、それを利用した取り付けというのはすぐに
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でもできることだと思いますので、よろしくお願いします。以上です。 

〔２番 中嶋国則 着席〕 

 

◆休憩 

◎議長（葛谷寛徳） 

ここで、暫時休憩といたします。再開を午後１時といたします。 

 

（ 休憩 午前１１時４８分  再開 午後１時００分 ） 

 

◆再開 

◎議長（葛谷寛徳） 

それでは休憩を解き、会議を再開いたします。午前中に引き続き質疑と一般質問を行

います。２番、中嶋国則君。 

〔２番 中嶋国則 登壇〕 

○２番（中嶋国則） 

薬草で飛騨市を元気にと題して質問させていただきます。 

昨年５月３１日から６月１日にかけて行われた薬草シンポジウムでは、全国から約２

５０名の宿泊の方を含め、約７００名の参加者が飛騨市に集い大盛況に終えることがで

きました。 

シンポジウムでは、崇城大学特任教授、村上光太郎先生の記念講演。九州の熊本、長

崎、四国の徳島、東京、そしてかわい野草茶グループ代表である宮下さんの５名のパネ

ラーによる薬草の活用方法、まちづくりのテーマでパネルディスカッションが行われ、

たくさんの方々が真剣にお聞きになる姿を拝見し、薬草の関心の高さに大変驚きました。 

夜には、交流会が行われ５０種類の薬草料理をご堪能いただき、なんと３４０名の方

が交流を深められました。 

２日目は、「薬草を学ぶ健康まちめぐり」と銘打った街歩きのイベントが行われました。

古川町内３８ヶ所で、健康と薬草をキーワードとした商品の販売や体験教室などが開 

かれ大変好評を博しました。 

シンポジウムから１年３ヶ月が経ちますが、現在でも地道な活動が展開されています。

ＮＰＯ法人「薬草で飛騨を元気にする会」が会員２０名ほどで立ち上がり、現在では６

０名を超えています。 

ちょうど今の時期は葛の花の採取が行われています。葛の花の商品化を検討中ですが、

花びらだけで最低１７０㎏は採取しないとならないとお聞きしています。花も終わりに

近づきましたがなんとか用意ができる目途がついたそうです。会員は増えましたが採取

に協力いただける方が少ないのが実情です。また、採算がとれるかどうか厳しいものが

あるようです。 
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ＮＰＯ法人では、今年の５月より薬草茶話会を毎月開催されており、薬草のお茶、お

菓子、デザートなど試作も兼ねて皆さんにご意見をいただきながら、薬草の勉強をし意

識の高揚に努めています。毎回、会員以外の参加もあり、住民の薬草に関する関心度の

高さに驚かされます。薬草の普及が大きな課題ですが特に飛騨市では脳梗塞、肝機能障

害など全国平均より数値が高い方がたくさんおみえになり、改善が急務です。 

村上先生によると脳梗塞などには、メナモミが有効であり、肝機能障害にはしずく（く

ずのはな）が効果があります。身近にある薬草で改善が望めます。ぜひ普及させたいと

思います。市民に薬草の素晴らしさを普及するために薬草コンシェルジェ、薬草の知識

があり説明できる方の育成の取り組みも行う予定です。 

２６年度決算書をみますと、昨年のシンポジウム開催費用は、１７３万円と計上され

ております。飛騨市以外から多くの方が参加され、市内に宿泊された方が２５０名もあ

り、市民のおもてなしに喜んでお帰りになられました。 

市外から参加された方は、村上先生のファンが多く、講演会を聞くために九州や四国

をはじめ日本各地から飛騨市へおいでくださったようです。 

講演のテーマは「薬草でまちおこし、健康おこし」でユーモアたっぷりの話は聴収を

笑いと納得に引き込み、飛騨市には約２４０種類あまりの薬草があり恵まれている環境

にあることを知りました。 

健康になるためには水耕栽培、化学肥料を使った栽培で作られたミネラルの少ない野

草でなく、ミネラル豊富な薬草や自然に生息している草や木の実を飲食することが必要

だと話されました。実際、薬草を食べるようになってから、病気にかからなくなった。

元気になったなどの声をお聞きします。健康になれば医療費も下がり市の財政負担減少

につながります。 

日本各地から来ていただけることは飛騨市にとりまして観光振興にも繋がり経済効果

が大きいものがあります。この事業は正に地方創生、地域活性化になりますので、村上

先生をはじめ正山
しょうやま

教授（生薬学の大家）、奥山教授（栄養指導学）など著名な講師をお招

きし、講演会等を開催するなど、新年度においても予算計上するべき事業であると思い

ますが、どのように考えられますか。 

  広報ひだによる「飛騨の薬草を学ぶ教養講座」を、記事の掲載だけでなく公民館講座

等の企画をされたらいかがでしょうか。 

  厚生労働省は、食欲の低下や筋力の衰えに伴う高齢者の虚弱（フレイル）を防止する

ため、高齢者への栄養指導や服薬指導などに取り組む自治体の支援に乗り出すことを決

定しました。「フレイル（高齢者の虚弱予防活動）は国民運動にしていかないといけない」

と日本医師会としても積極的に取り組む姿勢をみせています。 

飛騨市では特産のえごま油、薬草、運動により、飛騨市では有利な高齢者の虚弱対策

が出来るのではないかと思います。 

村上先生から特に、どくだみの発酵液は有効であるとお聞きしております。そのため
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には、先ほど申し上げました３名の教授などの学術研究者の協力を頂きながら高齢者の

虚弱（フレイル）防止対策に取り組んだらどうでしょうか。 

  私が３月及び６月議会で質問させていただきましたふるさと納税について、いよいよ

飛騨市も一層推進の方向で取り組まれていますが、ぜひ、ふるさと納税のお礼として薬

草料理付ペア宿泊券を実施したらいかがですか。 

  「薬草シンポジウム」についての記事が掲載された平成２４年７月号の広報ひだにて、

交流会で提供された薬草料理が紹介されています。ＮＰＯ法人「薬草で飛騨を元気にす

る会」理事長でもある北平嗣二さんらが手がけたものですが、広報記事によると大変好

評だったと掲載されております。 

  国民の健康志向はますます高まっており、薬草料理を広くＰＲしていけば観光資源に

なり得ます。飛騨市に足を運ぶきっかけとして、ふるさと納税のお礼の品に追加しては

いかがでしょうか。 

◎議長（葛谷寛徳） 

答弁を求めます。 

〔企画商工観光部長 水上雅廣 登壇〕 

□企画商工観光部長（水上雅廣） 

  それでは、薬草で飛騨市を元気についてお答えいたします。 

このことに関しましては、昨年飛騨市において開催いたしました「全国薬草シンポジ

ウム」に全国から大変多くの皆さまにお越しいただいたことから、地域おこしのツール

として一定の可能性を感じたところであり、このことは昨年６月及び１２月議会におい

て一般質問でもお答えしたところであります。 

また、産業としての薬草活用を目指す上では、行政ではなく民間レベルでの実践者が

必要であるとの観点から、本年度はシンポジウムを機に薬草によるまちづくりを目指し

て設立されたＮＰＯ法人「薬草で飛騨を元気にする会」に薬草を活用した新たな商品開

発のほか、市民への薬草活用知識の普及のための講演会・勉強会の開催、取り組みの共

通したコンセプト等を伝えるロゴなどのコミュニケーションツールの制作等の業務を委

託し、その推進を図っております。 

これまでの取り組みにより、薬草活用の第一人者として著名な熊本県崇城大学の村上

教授をはじめとする有識者や、地域で薬草を活用したまちづくりに取り組んでおられる

先進地域の皆さまとの関係が構築できたと考えているため、引き続きそれらの皆さまに

ご指導をいただき、連携を図りながら取り組みを進めてまいりたいと考えております。 

それでは、最初の薬草講演会の継続についてお答えします。 

薬草を活用した地域おこしを行う上では、ビジネスとして取り組みを牽引する事業者

の確保はもちろん、市民レベルでも自主的に身近な植物を活用する取り組みが必要であ

り、こうした裾野の広い取り組みが結果的に他地域との差別化につながるものと考えて

います。 
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こうした意味から、本年度におきましてもＮＰＯ法人薬草で飛騨を元気にする会への

委託により、６月に村上教授を招聘した講演会を開催しております。 

１１月１４日、１５日には「飛騨市薬草フェスティバル」と題したイベントを開催し、

その折にも村上教授にご講演をいただく予定です。 

いずれにいたしましても、こうした取り組みは、市民や事業者の意向を反映させ、よ

り実効性のあるものとする必要がありますので、市が主体となって行うのではなく、民

間主体で開催できるよう検討を進めてまいります。 

次に、薬草による市民の健康づくりについてお答えします。 

既にご存じのとおり、薬草を健康づくりに活用しようとする上で留意しなければなら

ないことの一つに薬事法による規制があります。 

私たちが口から摂取するものは、食品衛生法と薬事法により、すべて食品と医薬品に

分類され、食品は医薬品的な効能効果を標ぼうすることはできません。食品の医薬品的

な効能効果を標ぼうすると、その食品は医薬品と見なされ、無承認の医薬品として薬事

法違反に問われることになります。 

これにより、薬草の中には昔から日本人の生活の中で健康維持などを目的に活用され

てきたものがあるにも関わらず、現在それを健康指導等に活用することは非常に困難で

あるのが現状です。 

ただし、国資料により、身近な薬草の多くには、野菜などに比べて非常に多くのミネ

ラルが含まれていることも分かっているため、現代版栄養失調とも言われる昨今のミネ

ラル不足を補う手段としては検討の余地があることも事実です。 

これらのことを踏まえ、当面は薬草の活用を通じて自分の健康は自分で守る、いわゆ

るセルフメディケーション意識の向上を図るきっかけづくりとして薬草を位置づけなが

ら、引き続きさらなる活用方法の検討に努めてまいります。 

なお、議員ご提案の公民館講座の企画につきましては、既に本年７月に薬草活用を進

めていらっしゃる市民団体の皆さまを講師に迎え、実施しておりますので申し添えさせ

ていただきます。 

３点目、ふるさと納税のお礼として薬草料理ペア宿泊券の実施できないかについてお

答えします。 

ふるさと納税お礼の品につきましては、以前の議員の一般質問を受け、見直しを行っ

た結果、本年１１月より全面的な更新を行うこととなりました。 

今までは寄付者へのお礼の品は、市が選定した数点の中から選んでいただく方法でし

たが、今回よりお礼の品の登録希望者が自由に参加できるよう広く公募することとし、

食品関係のみならず、工芸品や宿泊、体験プログラムも登録可能としました。募集につ

いては、すでに広報誌・ホームページ上で実施し、去る９月３日には説明会を実施した

ところであります。 

また、お礼の品の区分も今までの２コースから５コースに増やし、寄付金額に応じた
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お礼の品を寄付者が選びやすいよう改善いたします。 

議員ご提案の宿泊券についても、特徴ある宿泊プランや、また体験プログラム等の組

み合わせにより、お礼の品として多数ご応募いただきたいと考えております。 

〔企画商工観光部長 水上雅廣 着席〕 

○２番（中嶋国則） 

  私、回答を聞き洩らしたかもしれませんのであえてお聞きしますが、新年度に向けて

取り組みは。例えば講演会とかそういった全国から宿泊者をたくさん呼べるようなそう

いう企画に対する事業の継続という意味で新年度の予算計上にどのようにあたられるの

かをお伺いしたいと思います。 

◎議長（葛谷寛徳） 

答弁を求めます。 

△市長（井上久則） 

  午前中の２期８年の総括の中でも述べましたように、これからはやはり行政が土台と

なるいろんな環境を整備して、どうぞという時代ではなく、市民が自らいろんなことを

計画し実施する。それをお手伝いするという時代に入ってきておると思っています。 

この薬草のことに対しましてもＮＰＯが立ち上がりましたし、こういったものには全

面的にバックアップしていくという考えでおりますので、来年度そういったＮＰＯ法人

を中心とされて、全国レベルの計画をされるそういうことがあるようでしたら行政とし

ましては全面的にバックアップしていきたいという考えで述べたものでございます。 

○２番（中嶋国則） 

  はっきりとそういったシンポジウム、あるいは講演会について、バックアップという

お言葉をいただきました。ＮＰＯ法人は立ち上がったばかりでして、なかなか脆弱な部

分がありますので、職員の知恵もいただきながら予算的な面で配慮をお願いしたいと思

います。 

  ふるさと納税のことですが、これも民間の知恵を利用してということでした。その中  

 にやっぱり、職員からも民間と一緒になってこういう知恵を出すと言いますか、どんな 

お礼がいいのか。民間だけに頼るのではなく、前向きに職員と一緒になって進めていた 

だきたいと思いますが、その辺はいかがでしょうか。 

◎議長（葛谷寛徳） 

答弁を求めます。 

□企画商工観光部長（水上雅廣） 

  ふるさと納税の新しい制度の始まりが１１月ということで、それに向けて準備を進め

ておるところでございます。 

今、申し上げましたように先般も事業者向けの説明会を行いました。締切りも間近と

いうこともありますが、この先、職員も市内へ出向きましてそれぞれの事業者様方とお

話をする中で新しい商品の開発に向けて取り組みを進めて行きたいということを思って
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おりますので、よろしくお願いいたします。 

○２番（中嶋国則） 

  ありがとうございます。 

  薬草による町おこし、健康おこしですが、これは、繰り返しになりますが、ＮＰＯ法

人ができ６０名余りということですが、なかなか積極的にこれを町おこしに繋げようと

いう方はお聞きしますと正直、少ないと。薬草で自分の健康を守ろうとする姿勢は当然

あるんですが、それは自分の家族くらいで、町全体を薬草のまちにしようというために

は職員はじめ、執行部のそういう強力な後押し。何といいますか、言葉は悪いですが、

ＮＰＯ法人に丸投げに近い形でなかなか取り組みが進んでいないようにお聞きします。  

その辺のところ、丸投げのような感じではなくて一緒になって、委託事業についても

う少し力を入れていただきたいと感じているのですが、その辺のところ水上部長いかが

でしょうか。 

◎議長（葛谷寛徳） 

答弁を求めます。 

□企画商工観光部長（水上雅廣） 

  ＮＰＯの皆さま方の日頃のご努力は私も職員から聞いて気を揉んでおりますけども、

普及についてはＮＰＯばかりでなく、先ほどもご紹介もしましたが教育委員会の中で市

民講座を開催されております。今年も７月に開催されたようです。 

その中で定員が１５名から２０名と少数であったわけですが、４０名から５０名くら

いの応募もいただいたということを聞いております。そのくらい関心が高い取り組みだ

ったということであろうと思いますし、そうしたことはこの先、教育委員会の方とご相

談をしなければなりませんが、進めさせていただきたいと思います。 

また、ＮＰＯの皆さま方の方では、いろんな施設の改修、改築等にも向かわれておる

と聞いておりますし、そうしたことに市の方も支援できるところは支援していきたいと。

そうしたことも含めて地道というか道のりはなかなか厳しいと思いますけども、しっか

りと体制を整えながら薬草の振興について進めてまいりたいと思っております。 

○２番（中嶋国則） 

  繰り返し質問させていただきます。シンポジウムが１１月に予定されておるというこ

とですが、シンポジウムに代わる講演会でもいいのですが、なんとか継続的にやってい

くのが健康おこしまちづくりに繋がると思います。 

来年以降もシンポジウム等あるいは講演会等の計画を予算要求の時期に入っておりま

すけども、その辺どのようにお考えでしょうか。水上部長にお尋ねいたします。 

◎議長（葛谷寛徳） 

答弁を求めます。 

□企画商工観光部長（水上雅廣） 

  お答えさせていただきますが、あくまでも新年度予算に限定されるわけですから、そ
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のことにつきましてはこれから後、検討させていただくべき事項だと承知しております

ので、ここでの発言は控えさせていただきます。 

○２番（中嶋国則） 

  今度、市民福祉部長にお尋ねしたいと思います。 

高齢者の虚弱（フレイル）防止対策について薬草を利用するというのは非常に効果が

ありまして、先ほども申し上げましたように、医療費の削減につながると思います。そ

の辺の取り組みについてどのようにお考えでしょうか。 

◎議長（葛谷寛徳） 

答弁を求めます。 

□市民福祉部長（谷澤敦子） 

  議員がおっしゃるように薬草についての効能は承知しておるところですが、予防活動

につきましては、前にも私お話したかもしれませんが何か一つだけをやれば良いという

ことではなく、特にこの虚弱に関る指導は例えば運動と合わせてそれに必要な栄養をし

っかり採ることで筋力を落とさないというような視点です。 

高齢者の方には、持病を持ってみえる方もみえますので、そういうものをしっかりコ

ントロールするという側面もあります。合わせて、感染症等の予防等にも努めるという

様々な今言っただけでもその３つを上手く取り合わせながらということが虚弱を防いで

いくための大事な要素と考えるときに今ほどの、１点薬草のこれだけを採れば元気にな

っていけるということではなく、上手に採り入れて一緒に合わせて元気になっていくと

いうような視点を持って活動していければと思っております。 

○２番（中嶋国則） 

  繰り返しになります。先ほども申し上げましたが、栄養指導の観点で著名な先生がお 

みえになります。名古屋市立大学の名誉教授でいらっしゃいます、奥山教授という方が 

みえますが、この方は栄養指導学の大家でありますので、ぜひこういう奥山先生の講演 

会も企画していただくことを要望して申し上げたいと思います。 

  時間もないようですので、次の質問に移ります。 

遊び場の遊具の充実について質問させていただきます。 

ブランコ、鉄棒、滑り台、ジャングルジムなど遊具で元気に遊ぶことは子どもの成長 

 にとって、欠かせないものです。 

しかし、遊具による重症事故が後を絶ちません。最近では利用者から事故に対する管

理責任を問題にされることが多くなってきました。その為、安全点検については市の所

有である都市公園については市の所管である部署においてしっかりと安全点検がされて

います。 

しかし、行政区が自らの負担で設置した遊び場等の遊具については管理費として安全

点検料、修繕料、敷地の借地代などの負担があるわけです。地域の子ども会育成会の方々

のお話を伺いますと、安全点検料だけでも４万円から５万円かかります。安全点検をし
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た結果、修繕料がさらに大きく負担することになると行政区だけでの管理は困難になり、

やむなく、遊具を撤去することも検討しなければならないそんなことを聞きます。 

そして、なんとか市の補助があればありがたいそんな声が聞こえてきます。また、遊 

 具を新しく購入するとなるとブランコ、滑り台、ジャングルジム、鉄棒などこういった 

４つの遊具を新規で購入するようになると、１５０万円から２００万円は必要であると 

いうことです。 

そこで、２点について伺います。 

１点目、遊具の安全点検料の補助制度の新設はできないでしょうか。 

２点目、遊具の購入や子どもの遊び場整備工事費等の補助率を現在の４分の１から大

幅アップして行政区の負担を軽減することはできないでしょうか。お尋ねします。 

◎議長（葛谷寛徳） 

答弁を求めます。 

〔市民福祉部長 谷澤敦子 登壇〕 

□市民福祉部長（谷澤敦子） 

３点目のご質問の子どもの遊び場設置及び設備の充実等に対する補助をについてお答

えさせていただきます。 

 まず、このご質問につきましては、前回、第４回議会定例会に引き続きとなりますが、

最初に補助制度の目的を述べさせていただきます。 

この要綱では、児童福祉法の規定により、幼児の健康の増進と情操の涵養に資するた

めに、「飛騨市行政区等設置条例」で市長が認めるものが行う地区子どもの遊び場の設置

及び設備の充実に係る事業に要する経費について、行政区等に補助金を交付するという

ものであります。 

 それでは、１点目「安全点検の費用に対する補助制度の創設を」につきましては、前

回お答えさせていただきましたように、遊具安全点検の費用に対する補助制度の創設と

いう考えは現在持っておりません。このことは、建設した施設、設備の維持管理にまで

補助することは、補助金のあり方としてふさわしくないと思慮するからであります。 

２点目の、「子どもの遊び場設置及び設備の充実に係る事業に対する経費の補助率４分

の１の大幅アップを」につきましては、子育て支援施策の充実、ひいては人口減少対策

という観点からも新年度予算編成において検討したいと思っていますのでよろしくお願

いいたします。 

〔市民福祉部長 谷澤敦子 着席〕 

○２番（中嶋国則） 

  ２点目の補助率を大幅アップの件につきましては、新年度予算において検討するとい

うことで４分の１から大幅にアップされるものと理解してよろしいでしょうか。 

◎議長（葛谷寛徳） 

答弁を求めます。 
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□市民福祉部長（谷澤敦子） 

  大幅ということでは、ここでは限定できませんが、アップするようには向かっており

ますのでご理解をいただきたいと思います。 

○２番（中嶋国則） 

  アップがされるということで感謝をいたします。 

  この件につきましては、６月議会でも取り上げさせていただきました。予算委員会で 

市民福祉部の所管の時にお願いをしたことがあります。地元の区長さんや育成会長さん

がこの補助制度がないかということで、総務課、教育委員会それから都市整備課でたら

い回しにされたと。たらい回しにされたというのは、総務課、教育委員会、都市整備課

の方が補助制度があるということを知らなかったということです。 

こういったことについて、職員も知らないということですし、市民も知らないという

ことです。これはＰＲ不足に尽きると思いますが、井上市長の答弁では検討していくと

いうことでしたので、所管の部長としてＰＲ不足を今後どのように解消されるのかお伺

いいたします。 

◎議長（葛谷寛徳） 

答弁を求めます。 

□市民福祉部長（谷澤敦子） 

  前回の折にそのようなご指摘を受けて、その後、担当課長とも話をしこの制度につき 

ましてはきちっと担当課にはもちろんですが、市民の方も周知していくようにというこ

とで、具体的には広報に出したりとかということを考えていきますので、よろしくお願

いいたします。 

○２番（中嶋国則） 

  私の思いで簡単に言いますと、これは教育委員会になるかと思いますけども子ども会

の育成会長会議というものが古川町の場合ありますし、他の３町にもあるのではないか

なと思います。そういった席で育成会長さんに「遊具についてはこういう補助制度があ

りますよ」と一言、言っていただければ、こういった問題は解決していくのではないか

なと思います。 

  後、４０秒しかありませんので、もっと質問したかったのですが、１点だけ。 

市のホームページの暮らしに役立つ補助制度一覧が載っております。これは、町内回

覧もされておる補助制度一覧です。こうしたホームページに載せれば、補助申請が多く

なると思いますがいかがでしょうか。 

◎議長（葛谷寛徳） 

答弁を求めます。 

□市民福祉部長（谷澤敦子） 

  議員ご指摘のとおりですので、そのように向かいたいと思いますのでよろしくお願い 

します。 
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○２番（中嶋国則）  

  そういったことで、今後、周知徹底をしていただくとこととそれからホームページに

載せていただければ市民も見ますし、職員も見るわけです。そうしますと先ほど申しま

したように各課をたらい回しにするというようなことは防げると思いますので、お願い

いたします。どうもありがとうございました。 

  〔２番 中嶋国則 着席〕 

 

◆休憩 

◎議長（葛谷寛徳） 

暫時休憩といたします。 

 

（ 休憩 午後１時３３分  再開 午後１時３３分 ） 

 

◆再開 

◎議長（葛谷寛徳） 

それでは休憩を解き、会議を再開いたします。次に１７番、籠山恵美子君。 

〔１７番 籠山恵美子 登壇〕 

○１７番（籠山恵美子） 

  お許しをいただきましたので、私は２点伺いたいと思います。 

  まず１つ目に指定管理施設の統合問題と、今後の雇用の場としてのありかたについて

伺いたいと思います。 

  新会社の設立にあたっては、資料を読み解くほどに色々な疑問が出てきております。 

この４月、各常任委員会の所管事務調査が行われました。その際の説明では、第三セ

クター会社の統合で、「指定管理施設のより効率的・効果的な管理運営をし、組織の再構

築を行い、市の経済発展を推進する」というふうになっています。 

  また、８月２８日の全員協議会の説明では、「この新会社は、市の第三セクターとして

の立ち位置を活用して、観光・商工の振興および若年者雇用に貢献することを存在目的

とする」としています。 

平成１６年に合併したこの飛騨市ですけれども、平成の大合併の多くに、全国的にで

すけれどもなかなか良い結果が出ていないのが現状です。 

株式会社の季古里・ねっとかわい・飛騨まんが王国の３つの会社の統合は、この合併

と同じような轍を踏むのではないかと大変心配しております。そうではないという確信

なり、市の秘策があるのなら私たち市民は大いにその説明を聞きたいと思います。２・

３回聞いただけでは新会社の設立に向けての計画というのがなかなか理解できませんの

で、きょうは調度いい機会ですから、市民の方々に分かりやすく簡潔に説明願いたいと

思います。 
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まず１つ目に、統合が不可欠としているその根拠はなんでしょうか。また、この新会

社は事業譲渡方式というシステムで設置されるようですけれども、この事業譲渡方式と

はなんでしょうか。これまでの指定管理委託との違いはなんでしょうか。伺います。 

２つ目に、「管理だけではなく、新たなビジネスの中に管理を巻き込む」と市の説明が

ありましたけれども、具体的にどのようなことを想定しているのか伺います。また、そ

のようなやり方で成功している実践例があるのか伺います。 

３つ目に、市は経営参画しないと言いますけれども、私たち市民の血税で多額の資金

を投入するからには、やはり大株主ですから責任があるはずです。そのような市のスタ

ンスを、果たして多くの市民が納得するのか。これはどういうことなのか伺います。 

４つ目に、若年者雇用に貢献することを目的とすると言うけれども、具体策をお聞か

せ願いたいと思います。 

５つ目に、市の指定管理施設が一部ブラック企業化しております。最低賃金の問題、

また、雇用計画の問題など様々な問題が起きております。従業者・従業員・労働者の福

利厚生や、給与の補償など民間事業者に相当劣っている施設もあり、これは大変恥ずべ

きことであると思います。新会社はそういうことが改善できるのでしょうか。市民の暮

らしを守るのは市の責任でありますけれども、新会社に行政指導は発揮できるのか伺い

ます。 

６つ目に、上限２億円という新会社への運転資金の出資は、これは何を根拠にしてい

るのか分かりやすく伺います。 

７つ目に、企業誘致の実現が見込めない飛騨市ですけれども、それに代わる雇用の場

として、今後は、私は指定管理施設を改めて見直す時期ではないかと考えております。  

ただし、統合によって各施設の良さ・魅力が増幅するのか、これが今大変疑問です。 

あくまでも、これらの施設は公の施設、飛騨市の施設なのですから、これまでの民間

任せの発想を転換させて市が積極的に、そして若者が安心して働くための施設の整備に

力を入れるときではないかと思いますがいかがでしょうか。 

７つの質問にお答えいただきたいと思います。 

◎議長（葛谷寛徳） 

  なお、質問中、説明資料の使用願が出ておりますので、これを許可いたします。 

  答弁を求めます。 

〔企画商工観光部長 水上雅廣 登壇〕 

□企画商工観光部長（水上雅廣） 

それでは、指定管理施設の統合問題と、今後の雇用の場としてのありかたについてお

答えします。 

まず、籠山議員にお伝えしておきますが、「指定管理施設の統合問題」とされています

が、ご質問の内容を確認させていただきますと、第三セクター会社の統合に関するご質

問と思われますので、そのように解釈し、順次、ご質問にお答えしたいと思います。 
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なお、前提として、あくまで施設の管理を請け負っている会社の経営についてとお考

え下さい。 

市内の第三セクター会社、（株）季古里、（株）ねっとかわい、（株）飛騨まんが王国の

統合につきましては、平成２４年の議会の附帯決議を受け、平成２５年度より指定管理

施設の抜本的改革に取り組んでおり、議員の皆さまには、これまで議会の一般質問や全

員協議会などの場で進捗状況を説明してきたところです。 

１点目のご質問についてお答えします。昨年１１月及び先月の議会全員協議会でもご

説明しているとおり、既存の第三セクターが管理・運営を行っている施設については、

指定管理料の縮減を図るために人件費等管理経費の抑制に努めるあまり、必要な企画や

営業といった通常の会社経営で営まれるべき行為ができなくなっていました。 

商工・観光施設にあっては、本来、売上を伸ばし、市の商工・観光振興に寄与するこ

とが求められており、その実現のためには会社統合により規模のメリットを活かし、必

要な企画や営業部門を強化すること及び、施設間の連携を図り相乗効果を出していくこ

とが必要不可欠であると認識しています。 

また、今回の統合方式は事業譲渡方式を採用する予定ですが、通常、会社統合の手法

としましては、ご承知のことかもしれませんが、「事業譲渡方式」、「合併方式」、「事業持

株会社方式」、「純粋持株会社方式」などがあります。 

今回の統合については、「統合目的の達成可能性」、「対等の精神」などを踏まえ、既存

株主のご理解を得たうえで、新会社設立による「事業譲渡方式」を採用する予定です。

この手法は、既存の第三セクター会社が行っている事業のすべてを新会社に譲渡するも

のです。 

なお、会社は統合されますが、これまでの指定管理者制度を活用した公の施設の管理・

運営については、違いはありません。 

２点目の新たなビジネスに関してですが、国が定めた「第三セクター等の経営健全化

等に関する指針」の中でも「第三セクター等の活用」の中で、「地方公共団体の区域を超

えた施策の展開」を期待されておりますが、飛騨市以外への進出については、一朝一夕

に実現し得るものではありません。 

したがって、今回の新会社が目指す非指定管理事業領域については、例えば、指定管

理施設の稼働が低い冬季間に民家の雪降しを請け負ったり、地元産品のネット販売事業

を展開できないかなど、現在、検討作業を進めています。 

実践例について調査している訳ではありませんが、第三セクター会社はもともと、地

方自治体や民間からの出資を受け入れ、民間事業者という強みを活かし、さまざまな事

業を展開していますので、今回の新会社における新規事業の展開については目新しいも

のではありませんが、売上高増加を狙い、雇用の安定確保のために積極的に展開してい

くことが望ましいと感じています。 

３点目の出資における市の責任についてですが、議員がおっしゃるように出資金には
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当然、市税も含まれております。したがいまして、基本的なスタンスとしては、健全経

営を行っていただき、出資金が毀損しないよう会社運営を行っていただくことを期待し

ています。 

市以外にも法人株主になっていただくべく、現在、民間企業等に出資の要請を行って

いますが、出資いただく前提条件も健全経営は必要不可欠であると認識しています。 

なお、飛騨市では、他の第三セクター会社でも経営にまで参画している事例はほとん

どありません。行政の力を背景にするのではなく、自立した経営に移行できるように必

要な支援と指導をしていきたいと考えております。 

４点目の若年者雇用への貢献についてですが、会社統合により既存事業遂行における

間接業務のスリム化を図り、なるべく雇用の正社員化を進め、若年層の雇用拡大に繋げ

ることを目標としています。 

また、新規事業を拡大することで雇用機会も創出されるわけですので、積極的に若年

者雇用を進めていくことになろうかと思います。 

５点目の新会社における社員の処遇についてですが、企業統治、つまりガバナンスは

統合における重要ポイントであると認識しています。今後、新会社における就業規則等

必要な社内規定の整備を行っていく予定ですが、基本的には、既存の指定管理事業領域

及び新規事業を含む非指定管理事業領域での利益を創出し、その利益を従業員へ還元す

る仕組みを構築することとなります。 

具体的には、新たに創出した利益を今後の新規事業への投資と従業員の業績給として

支給することを目指し、誰もが納得のいく処遇環境の実現を図っていきたいと考えてい

ます。 

６点目の出資額についてですが、既存３社の資本合計は約２億１，１００万円であり、

また、各社の純資産合計は約１億８，３００万円です。既存事業の円滑な運営、更には

新規事業等の柔軟な展開を行っていくためには、今回、補正予算に上程させていただい

た２億円程度の資本を有することが適切と判断しております。 

なお、先ほども申しましたように、民間企業等から出資を要請していきますので、一

旦は、市が２億円を上限に出資することになるかもしれませんが、民間資本が入ること

が決まれば、市は保有株式を出資者に譲渡し、出資比率を圧縮していくこととなります。 

最後の質問ですが、確かに、施設の老朽化等もあり指定管理施設の見直しを行ってい

くことは重要であるとの認識に立っており、基本構想の中でも平成３０年度のあるべき

姿をご提示しております。現時点でも現指定管理者の皆さまは事業計画を立案し、その

実現に向け企業努力を行ってみえますが、今後、どのように企業努力を重ねても目標と

なる指定管理料での管理・運営が困難と判断された場合は、施設の統廃合も含め検討す

ることになります。 

議員は「民間任せの発想を転換させ」とおっしゃいますが、指定管理者制度の導入は

民間のノウハウを活用することで自治体の直接運営では実現し難いサービスを提供し、
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特に、商工・観光分野における指定管理施設にあっては、売上を伸ばすことが求められ

ています。売上の増加が市の観光や商工の振興に寄与し、地域における雇用を拡大させ、

地域全体の経済が発展することにより住民の福祉の向上が図られるという好循環に繋げ

ていく必要があります。 

そのためにも、新たな第三セクター会社を含む民間事業者の企業努力に大いに期待し

ているところであり、市も手放しではなく、今回の抜本改革での取り組みのように事業

者と一体となり取り組みを継続していきたいと考えています。 

〔企画商工観光部長 水上雅廣 着席〕 

○１７番（籠山恵美子） 

  冒頭に部長が説明された、いくつかの方式を説明されましたけれども、今回の事業譲

渡方式ということなのですけど、色々調べてみました。 

事業譲渡方式というのは、確かにそういう言葉・文言がありまして、「事業実態は別の

法人格に移して、優秀事業部門を中心に事業実施の維持・再建を図る方法である」とい

うことが書かれてあります。「事業自体はスポンサー企業の一部門として再建していくこ

とになります」と。これは民間の表現でしょうけれども、そうなっています。 

  「事業譲渡方式の手続きとしては、優秀事業部門を中心にスポンサー企業に譲り渡し

をし、事業譲渡代金を原資として債務の弁済をしたのち、債務者企業は清算されること

になります」と。こういうことが事業譲渡方式ということならばですね、私たち議会に

説明された、この間、８月２８日に説明された新会社への出資額などの色々な資料を見

ますと、株の精算のために今回９月補正予算で上程されるお金が、運転資金が精算のた

めに新会社の経営者に渡り、そこで精算されるというやり方になるわけですか。 

◎議長（葛谷寛徳） 

  答弁を求めます。 

□企画商工観光部長（水上雅廣） 

  いくつかあるようなんですけど、まず、事業譲渡方式。今、籠山議員は最後に債権が

云々とおっしゃられましたけれど、そういったことというのは特別な事情があることで

はないかと私は推測をいたします。 

  今回の場合は、３つの会社がそれぞれの事業を新しい会社に譲渡する。それで最終的

には既存の３社の株主さんに原資をお返しするということになろうかと思います。 

  ただ、その時に毀損してあるかどうかというのは今後の事業価値の算定がありますの

で、その折にまた説明をさせていただきたいというふうに思います。 

  今回、事業譲渡方式を選定いたしましたのは、例えば「合併方式」というようなこと

もありますけど、これはどこかの会社に２つの会社を引っ付けるような、どちらかとい

うと名が残り、その組織も残り、そこにくっ付いていく感じになるようなイメージだと

思いますけれども、そういったことが、果たして３社が統合するにあたり今の３社とい

うのは、それぞれの地域に合った会社でございますから、その地域性をどう考えるかと
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か、従業員の皆さまがどのように考えられるかとか、そういうことも含め検討した結果

が今の事業譲渡方式に至ったということでございますのでお願いいたします。 

 

○１７番（籠山恵美子） 

  ３社合併ならすごく分かりやすいんですよね。合併して、その社長を新たに今までの

３施設の社長ではなく、どこからか民間の経営手腕のある社長を探してきましょう。そ

してトップに据えましょうっていうならとっても分かりやすいんですね。 

  そうではなくて、この事業譲渡方式という改めて経営方式の中にある、ちゃんとした

正当な方式を活用すると言うものですから、例えば債権の整理・弁済と言っても、第三

セクターの施設の場合に、飛騨市が出資している出資株の分が新しい会社の債権になる

のか、その辺のことが全く分からないんです。 

もし、ここで債権・債務が出来たときにこの間の説明では「飛騨市は、債務負担はし

ません」と副市長はおっしゃいました。経営にも参画しないと。ということになるとつ

まり、新会社のトップに民間の優秀な経営者をどこかの会社の社長を据えたにしても、

そこで、その新会社にとってみると、大株主で半分以上の株は市がもってくれる。経営

にも文句は言わない。参画しない。こんな都合のいいやり方は無いと思いまして。本当

にそれが順当にいくのならいいんですけれども、ちょっとこけて、債務ができた。ある

いは不都合が起きた時にどうするんだという心配があるんです。その辺りいかがですか。 

◎議長（葛谷寛徳） 

  答弁を求めます。 

□企画商工観光部長（水上雅廣） 

  市の関わり方についてでございますけれども、経営に参画しないというのは、これは

ヒダクマも同じでございますけれども、やはり民間のそれぞれのお知恵で経営をしっか

り成り立たせて頂きたい。そこに市が介入することによって足踏みをするようなことに

なってはならんというのもひとつにあるのかもしれません。そういう思いでございます。 

それから、債務の関係等々でございますけれども、市は当然に大株主になります。今

２億円を当面出資し、出資者を募りそこで、市の負担を減らしていくという話を申し上

げましたけれども、今回は、新会社にすることによって株主さんの数も減らしたという

ふうに考えております。そうすることで株主の透明性も図りたい。実際、経営をされる

にあたっても株主として何も言わないということはないと思っています。 

当然に今でも第三セクターの中へいろんなご意見を申し上げておるわけですし、そう

いう立ち位置については変わらないというふうに理解をしておりますし、先ほども申し

上げましたけれども、原資が棄損していくことのないようにしっかりと注視をしていく

立場というふうに理解をしております。 

□副市長（白川修平） 

  補足をさせていただきます。会社は合併をする際には先ほど部長が申しましたように
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いくつかの方式があるわけでございます。 

最近よく行われるのは持株会社ということで、ホールディングズ方式という、親会社

がいてそこが株を発行しながら子会社の株を全部持って行ってそれぞれ譲渡するという

ような方法もございますし、籠山議員がおっしゃいましたように、どっかの会社とどっ

かの会社がふたつをひとつにするというような形もあるわけでございますが、今回、事

業譲渡方式を採用しましたのは、部長が申しましたように３会社につきましては合併前

の旧町村でできたところが発端でございまして、それぞれの会社のアイデンティティと

申しますか、思い入れが強いということもあって今回、新たな会社を造ることによって、

そこに事業を全部、譲渡するという方式を採らせていただきました。これは、それぞれ

の地域の思いとか、会社を作った時の設立の趣旨と言うものを尊重するということが前

提でございます。 

考え方としましては、今回の２億円を原資にしながら新会社を立ち上げて、当然、そ

の役員もつくるわけでございますし、定款を作って３つの会社が行っていることプラス、

新たにどういう事業展開をしていくかということを現在、社長レベルでも話を進められ

ていますし、従業員の方の段階でも話を進めてみえるわけでございまして、こういうこ

とをやったらどうだ、ああいうことをやったらどうだというようなことを新会社の中に

盛り込んでいくということでございます。 

その際に、事務手続きとしましてどうなるかと言いますと、全ての会社の業務、それ

から、職員も含めてなんですが、新会社が３月３１日で、４月１日から全部新会社に移

っていただきます。その時に新しくできた会社が、旧の会社を買うということになりま

す。 

したがいまして、旧の会社はもう従業員がいない中で、お金を持っていて、当然その

払わなければいけない請求書とか、いろんなものがあるわけですので、それを何か月か

かかって整理をして、最後に残ったお金を株数で割りまして、一株あたりいくらという

金額がでるわけでございますが、これを全ての株主、当然飛騨市も含めてですが全員、

一律に配分をして会社をきれいに清算します。これが、来年４月以降何か月かかかるわ

けですが、その際に当然会社の解散の手続きの株主総会をやってきれいにしてしまう。

その為に今、何をやっているかと言いますと、会社を買うための、例えばねっとかわい

ならねっとかわいの評価額を出して、新会社がねっとかわいに対して、いくらで買うの

か。お金をどれだけで買うのかということを現在、評価をしておるところでございます。 

 その買うお金と、現在持っているお金を含めて、会社で清算して、きれいにするという

形でございます。 

  それから事業譲渡でございますので、指定管理につきましてねっとかわいとかまんが

王国とか希古里もそうですが、指定管理を受けていますが、指定管理につきまして年内

に市に戻すという手続きをしていただいて、もう一度議会の議決の中で、新会社が４月

１日以降指定管理をできるような議会の手続き、これは１２月議会を予定していますが、
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１２月議会の中で新会社の指定管理の議決を頂いて、４月１日からは職員は同じであり

ますが、違う会社として運用をしていくということでございます。 

  それから先ほど、市が参加しなくていいのかということをおっしゃいますが、具体的

にねっとかわいもまんが王国もそうなんですが、市は５０％以上の株を持っているわけ

ですが、経営には一切参画をしていません。これは今回の会社が初めてではなくて、飛

騨市が持っている会社の第三セクターのほとんどが。希古里だけは前の経緯で市長が役

員の１名に加わっていますが、それ以外の会社は市は一切、経営に参画していない。  

ただし、第三セクターですので、当然、毎年議会にも経営収支の報告をさせていただ

きますし、また、担当の方では、会社に行って状況等の把握をする。これは今までのね

っとかわい、まんが王国でやっていた手法を同じように投資をするということでござい

ますので、今回の新会社だけが、全く経営から手を放すということではないということ

も改めてご理解をいただきたいと思います。 

○１７番（籠山恵美子） 

  少し分りかけてきましたけれども、市が経営参画しない。あるいは大株主として行政

指導、監督をしないということについて。だからね、これまで３施設がなかなかうまく

いかなかった要因の一つなんではないかと私は思うんです。 

  午前中の内海議員の質問にもありましたけれども、内海議員が言及したのは、役員報

酬のことです。私が一番心配するのは、若年者雇用に貢献するというそういうお題目で

新会社を設立するということを公に言ってはいるんですけれども、例えばこれまでの経

営参画しないというこれまでのやり方で、これまで指定管理のそこで働く人たちの労働

を守る。身分を守るということから、これまで執行部とやりとりしてきた中では、やは

りそうなんですよ。民間がやっていることなので、市はそういうところには口出しませ

んという感じだったんですが、その為に、役員報酬の格差も広がってきている実態があ

る。 

それから、先ほど私はちょっと厳しい言い方をしましたけれども、ブラック企業とい

うのは今、全国的な問題になっていますので、このブラック企業化しているというのは、

例えば岐阜県の最低賃金。この２７年の１０月には７５４円ですよ。今は７３４円です

かね。この最低賃金でさえ守られていないということは、労働基準法違反なんですよ。

そういうことをみすみす見過ごしているというやり方は、無いと思うんですよね。そう

いうことで、若い人たちがなかなか続かない、あるいは大変な過重労働をしているこう

いうことがたくさんあるんです。そういうことがね。 

ですから、そういうことがちゃんと改善されて新会社になったら本当に若い人達が、

市内の若い人じゃなくてもいいですよ。働きたいという人が生き生きと働き、いろんな

知恵を出し、アイデアを出し会社を盛り上げていく。そういうような前向きな会社にな

っていくのかどうかですよ。それのためには、やはり行政のちゃんとした行政指導が必

要なのではないかと。経営参画もちゃんとそういうところはきちんと口を出していくべ
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きではないかと思うんですね。 

  今、副市長の譲渡方式のやり方聞いていましたら、なるほど。中津川の「クアリゾー

ト湯舟沢」というところとやり方一緒だなと思いまして。 

ここの中津川で今、問題になっているのは、指定管理施設を民間会社。東京渋谷のホ

テル会社が買収したそうですが、その時の約束という協定ですかね。全部の従業員のい

ろんな仕組みやそういうものをこれまでやっていた中津川のやり方を引き継ぐと。こう

いうことで契約したんだけれども、実際に買収して新会社が設立したら全員解雇だと。

新しく雇用しなおすって。こういうことになってしまって今、大変な問題になっていま

す。 

ですから、民間任せにしておくと、こういうことにもなりかねない。これでは、今、

一生懸命飛騨市が資金を投入してですよ議会の了承も得るんでしょう。そうやって新会

社で新しくスタートして、なんか希望がある。若者の雇用に希望がみえる。そういうこ

とをやろうとしているっていっても、その先に保障がない。これでは、大変心配なわけ

です。このあたりは飛騨市はちゃんと新会社の経営者とやっていく自信はありますか。

あるいは、そういうこと文書できちんと確約させるということを考えておられますか。 

◎議長（葛谷寛徳） 

  答弁を求めます。 

□企画商工観光部長（水上雅廣） 

  それぞれの会社が新会社に移られる中で、当然それぞれの会社の中で臨時総会を開か

れて、決議をされるわけですけれども、その中で当然に職員のことですとか、事業のこ

とですとかそれぞれの会社と新会社の契約事項は出てきます。 

それをもって承認されていくわけですから、今ほど、おっしゃったような、なってみ

たら全員が解雇とかそういうことではないと思っていますし、もうひとつ、先ほど副市

長も少し言いかけられましたけれども、今、合併に関して三社の社長さん達の会合も当

然に持たれております。これは、全員協議会でも話をさせていただきました。 

その下にそれぞれの会社の従業員の皆さまで、これは代表者ですけれども構成されま

す次世代メンバーと言っておりますけれども、そこでの会議も頻繁に開いております。

その中で内容としては、この先、どういう事業をやっていくのかということもそうです

けれども、今、自分達の置かれている環境についてもそれぞれがしっかり出し合って、

それを理解したうえで合併にどういうふうに積極的に関わっていくのかという。自分達

がどういうことをしていくんだということを今、一生懸命考えておるところでございま

すので、今ほど言われたことについては私どもは心配はしておらんというか、今後もそ

ういう形でやって行かれるんだというふうに思っております。 

○１７番（籠山恵美子） 

  これからもしっかり私は見守りながら、また、きちんとチェックをしていきたいと思

っていますので、よろしくお願いします。 
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  ２つ目にいきます。 

  飛騨市の職員への懲戒処分から見える、市当局の不可解な問題についてというテーマ

で伺いたいと思います。 

  もう皆さん、様々話題になっておりますし、きちんと報道もされておりますので、ま

ず、質問から単刀直入に行きます。 

  １つ目に、辞職した福田氏の履歴ねつ造問題。これは、平成２３年１１月８日の新聞

報道に端を発しました。それから３年１０か月。この市の調査がここまで引き延ばされ

たのはどんな理由があったのか伺います。 

２つ目に、この間、市の懲戒処分審議委員会は関係した方々、職員に数十回聞き取り

をしたと伺いました。どんな意図で、日程的にはどんな進行で数十回行われたのか具体

的に説明を願いたいと思います。 

３つ目に、８月２８日付の懲戒処分報告書の内容というのは、この問題を平成２３年

１２月１９日に議会が監査請求し、通知された監査報告の内容と実際には、ほとんど変

わりませんでした。目新しい事実はそうありません。 

しかし、一部不透明な改ざんがありながらも、管理不行き届きという別の切り口で今

回、飛騨市は職員を処分しております。 

そうならば、当初からそう時間を置かずに、なぜ、もっと早く結論が出せなかったの

でしょうか。処分の結論をもっと早くに出していれば、市民への損害はうんと少なく済

んだはずです。 

選挙管理委員会の記録によれば、前回、平成２４年２月の市議会議員選挙に福田氏は、

また税理士という職歴で立候補しています。選挙管理委員会に税理士で申請しておりま

す。 

この立候補の前に市がこの問題の結論を出していれば、道義的に立候補はできなかっ

たでありましょうし、その直後なら公職選挙法違反で、当然、当選無効となるそういう

可能性が高かったわけです。 

この３年１０ケ月の議員報酬は、ざっと計算したところ約２，０００万円余です。こ

れだけの市民の血税が不当に支払われたのです。市民が今回の市の対応に承服できない。

なぜ今、と皆さんが疑問を思うのは当然だと思います。副市長は、このことについてど

う市民に説明するか伺います。 

４つ目に、神岡町公民館にからむ職員の懲戒処分も、不可解な一面を持っています。

職員ＯＢに何人かにお聞きしました。ＯＢは、担当職員単独の行動はあり得ないと。上

司が知らないこともあり得ないと皆さんおっしゃいました。 

とにかくこの問題は初めから認識がずれていると思っています。財産の処分による転

用とは一体何のことなのか。これが今、飛騨市の執行部の方々の認識にずれがあると思

います。この認識を共にみんなで共有して、市と会議所双方の歩み寄りを望みたいと思

います。 
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  せんだっての６月議会の閉会直後に、私は請願の採決の時に示しましたけれども、平

成１８年１０月３日付の古田県知事と伊吹文部科学大臣の公印のある書類が、その時は

口頭で申しましたけども、県から届きました。これがそうです。一つは県。一つは文科

省からきたものです。それから飛騨市が、当時の市がそれぞれにあげた書類一式です。 

  これは、神岡町公民館の財産処分のための飛騨市からの申請書。そして、それに対す

る岐阜県と文部化科学省の承認書も入っています。その一式です。これが、飛騨市には

存在しないと言われてきております。なぜ、こんな大事な書類が当事者である飛騨市に

ないのか大変不思議に思っています。この書類をきちんときちんと確認しておれば、今

回の職員書処分も様相が違うんではないかと私は思っています。 

  この手続き書類は今回、飛騨市が下した関係職員への処分に一部不当性がみられると

私は思います。その証拠になると私は考えています。飛騨市は、財産の処分による転用

というものをどういうふうに認識しているのかまず、伺いたいと思います。 

◎議長（葛谷寛徳） 

  答弁を求めます。 

〔市長 井上久則 登壇〕 

△市長（井上久則） 

  今の問題につきましては、副市長がお答えをするわけですが、私の方からその前に２

点だけ、申し上げたいというふうに思います。 

  一つには、この問題の重大性でございます。私達は、住民情報や戸籍情報、税情報な

ど市民の様々な情報を保管しております。そして、市民は市役所だからこうした情報を

保管することを認めていただいておるところでございます。 

  ところが、この度の事件はその情報に接することを認められた職員が、あろうことか、

この情報を故意に改ざんしたわけでございます。このことは市役所の業務について信頼

をなくす重大な出来事であり、深刻な事態だと認識しております。事件が発覚した時点

で時効が成立しておりましたので、刑事事件とはなりませんでしたが、全ての職員が事

態の重さを再認識し、再びこうしたことが起きないよう努めてまいります。市民の皆さ

まには、深くお詫びを申し上げたいと思います。 

  もう一つは、懲戒処分でございます。懲戒処分には時効がございませんが、処分対象

者が一般職に属する地方公務員に限定されておりまして、特別職や退職者は対象となり

ません。それは適用法令である地方公務員法が、一般職に属する地方公務員を対象にし

た法律だからでございます。以上、二点を申し上げたいと思います。 

  なお、籠山議員が一番最後に申されました、その書類の件でございますが、この書類

があるかないかは別といたしまして、その手続きは前のときも申し上げたんですけど、

公民館を作るが故にいただきました補助金。これの補助金の適正化法に基づくものでご

ざいまして、目的外に使う場合は、その補助金の趣旨に反するからその分を返しなさい

という手続きを取ったわけでございます。 



45 

 

商工会議所が公民館に入ったがために返さなければならなくなったものでございます。

それを返したことによって、それが公民館ではなくなったことではないということは前

に述べたとおりでございまして、手続き上は県が、国が「今、飛騨市のある部分は公民

館で認めていない」というのは補助金を返還したからでございまして、あくまでも公民

館をとおして位置付けるのは市でございますので、市は自治法と社会教育法に基づいて

公民館をあそこに設置しているということにつきましては、条例を見ていただければ分

かることでございますので、そのことをもって、あそこが公民館と違うんやと。それで

商工会議所が入っていてもいいということには繋がらないということには再認識をして

いただきたい。これは前に述べたとおりでございます。籠山議員の言っていることは間

違いございません。それは補助金の適正化法に基づく手続きの話でございますので、そ

のとおりであるということでございます。 

〔市長 井上久則 着席〕 

〔副市長 白川修平 登壇〕 

□副市長（白川修平） 

  それでは具体的な案件につきまして答弁をさせていただく前に、私もお断りをしなけ

ればいけないわけでございますが、私も当時古川市役所の職員として関わっていた職員

でございます。市民の皆さま方に対しまして、まず持ってお詫びを申し上げたいと思い

ます。 

  それでは、具体的なご質問につきまして答弁をさせていただきます。 

  まず、どうして調査が延びたのかという１点目のご質問でございます。一番の理由は、

処分理由が確定しなかったことであります。懲戒処分といえども、正当な理由なく処分

を行うことはできません。職員が、懲戒処分を受ければ不利益を蒙ることになりますの

で、処分内容に不服があれば、公平委員会に訴えでることもできます。それでも不服な

ときは、裁判を行い裁判官の判断を仰ぐわけでございます。 

  このたびの懲戒処分は、いずれの当事者も元職員、福田氏の辞令歴を記録した電子情

報を改ざんしたことを具体的に認めていません。 

したがいまして、顧問弁護士とも幾度となく協議を重ね、最終的には、当時の係長が

福田氏から依頼を受けて、ここのところはっきりしていないわけでございますが、直接

か間接かは不明ながらも、履歴を改ざんしたと認定できたために処分を行ったものであ

ります。三番目のご質問でございましたように、決して管理責任のことだけで処分した

ものではなくて、履歴の改ざんにつきましては当時の係長が主体的に関わったと。これ

を認定できたから、この度、処分をしたものでございます。 

それから、聞き取りのことと、どんな日程でということでございます。最初の聞き取

りでございますが、平成２３年１２月１３日でございます。新聞報道は、籠山議員が御

指摘になられた日付ではなくて１１月２９日でございます。したがいまして、１１月２

９日から２週間後のことであります。この時には、元職員の税務課以外の税務に関する



46 

 

勤務状況につきまして、当時、古川町役場で勤務をしておりました５名の職員に、福田

氏が税務課以外のことに関して行っていた業務に関しまして、税務課のような仕事をし

たかどうかということを確認するとともに、今回処分を受けた内の２名のほか、当時の

町長からも直接の聴取を行っております。 

聴取した担当者は、現総務部長と人事担当の係長で、役職につきましては現在と同様

の者が事情聴取を行っております。この２名で行いました。 

ところが、この年の１２月１９日に籠山議員がお話になられましたように、議会にお

いて監査委員に対して監査請求がなされたことから、私どもの方の調査は中断しました。 

翌年の平成２４年２月２４日に監査結果が提出されたことから、市では当時の顧問弁

護士に対して行政処分、懲戒処分の可否を尋ねたところ、監査結果では担当係長の関与

が具体的になっていないということで、明確な証拠がない以上は、これ以上、処分がで

きないというのが当時の顧問弁護士の見解でございました。その結果、処分を保留した

わけでございます。 

その後、国税審議会への内容証明が判明しましたので、このときにも、顧問弁護士に

対しまして、懲戒処分の話をしたわけでございますが、顧問弁護士は誰が職印を押し、

誰がシステムのデータを改ざんしたかは不明であって、処分が困難であるとのご指摘を

いただいたところでございます。 

平成２５年度から顧問弁護士が変わりまして、また行政処分を行わないまま推移した

わけでございますが、平成２６年６月１０日に新しい弁護士に対しまして、この件に対

しまして、この件についていつまでも保留しておくわけにはいかないということで確認

をしました。その時にも、弁護士は本人の供述がないと処分ができないということを指

摘されましたので、この年の１１月１０日から平成２７年４月７日まで１４回にわたり、

担当係長、担当者２人、それから福田氏、それから元総務課長２人へ事情を聴取し慎重

に進めてきました。 

その他の調査事項としては、税理士試験免除申請に必要な履歴書の様式の確認、それ

から国税審議会に提出された履歴書に押印をされておりました職印の照会、市町村日誌

による当時の状況、市町村行政情報センターへのシステム内容の確認などを並行して行

っております。また、処分を決定した審議会は３回開催し、弁護士の見解も得ながら今

回の処分に至ったわけでございます。 

３点目の、もっと早く処分を出すべきなのではなかったか、市民へ損害を与えたので

はないかというご質問でございますが、まず市議選でございますが、福田氏が市議会議

員選挙に立候補しなかったか否かについては、議会からの請求に基づく監査結果が市議

会議員選挙後の２月２４日に提出されております。ということで、私どもに責任がある

というふうには認識いたしておりません。ちなみに選挙は２月１９日でありました。こ

の間、監査委員の方で監査が行われていたわけでございまして、私どもの方で、このこ

とについて加わることができなかったということでございます。 
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また、監督不行き届きということをおっしゃいましたが、先ほども申しましたように、

今回の処分につきましては、改ざんにつきまして市として認定ができたから中心的な役

割を果たしたということを認定したために処分をしたものでございます。 

また冒頭に市長が説明させていただきましたように、私どもは福田氏に対して懲戒処

分を行うことはできません。また、事件発覚直後から刑事告発につきましては、当然検

討し、慎重に判断しております。告発すべき事実があれば告発すべきであると考えてい

ましたが、当時の弁護士に相談したところ、そのときすでに時効期限を迎えていたとい

うことをはっきりご指摘なられましたので、今回の職員の懲戒処分にとどめたわけでご

ざいます。 

それから４番目、神岡町公民館の件でございますが、籠山議員のご質問と少しニュア

ンスが違っております。この度の処分につきましては、神岡町公民館の事務室を神岡商

工会議所に貸し付ける際の使用料を、正規に計算した使用料よりも安価に算出したこと

について処分したものでございます。 

担当職員の聞き取り調査におきましては、当然、懲戒処分に係る事項でございますの

で、上司からの命令があったのか、個人の単独でやったのかということは重要な案件で

ございまして、上司からの命令について再三質問したわけでございますが、本人たちか

らの弁明では上司からの命令や指示は一切なく、商工会議所からの依頼を受けて自らの

意思でやったというふうに認めています。 

また上司につきましても聴取しておるわけでございますが、契約の前の占有面積につ

いては説明を受けたが、５０万円しか支払えないために占有面積を故意に小さく算出し

た説明を受けていないと証言しており、担当者が上司に対しまして具体的に報告した事

実も確認できませんでした。 

なお、契約に関する決裁と供覧が残っておらず、本人と退職者を含む当時の関係者の

証言や現存する資料を基に懲戒処分を下したものでございます。 

  次に財産に関する考えについてお答えします。これは前回の定例会でもご質問がござ

います。再三申し上げているとおりでございますが、市有施設である神岡町公民館は、

地方自治法第に定める行政財産。これは合併から変わっていません。 

籠山議員には一度、現実的・客観的に判断していただきたいと思いますが、建物の電

気や空調などを制御し、監視する機器が事務室にあります。この事務室が公民館でない

とすれば、神岡町公民館は十分に機能するのでしょうか。 

行政財産を普通財産にするということは、こうした目的がなくなったために普通財産

にするわけでございますが、こうした手続きが書類等も含めて一切なされていないわけ

でございます。今回の商工会議所に対します明け渡し請求につきましては、私どもとし

まして、こうした不都合を解消するために、さらに言えば、振興事務所に空き室を準備

できることができたために、そこの神岡町公民館を本当に公民館の機能として一体的に

使うためには、あそこを明け渡していただいて、一体的に管理をしたい。そういうこと
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を目的としまして明け渡し請求をしたものでございまして、そういうことでご理解をい

ただきたいと思います。 

なお、教育委員会に対しましてのご質問でございますが、管理者である教育委員会か

らは神岡町の社会教育の拠点施設として生涯学習を積極的に進める必要があるため、今

後においても施設の有効活用に努め、神岡図書館とも連携を図り適切な運営管理を行う

ということの旨を報告受けておりますので、合わせて報告させていただきます。以上で

す。 

〔副市長 白川修平 着席〕 

○１７番（籠山恵美子） 

  この問題は当時、平成２４年の３月議会で池田議員がこれ一本で一般質問やっており

まして、そのときの市長・副市長と池田議員とのやり取りの議事録を何度も読み返しま

した。このときには、色々池田議員もかなり突っ込んだ丁寧な質問をしていましたけれ

ども、監査請求を出したのは議会であり、その監査結果に関しては自分たちが色々言え

る立場ではない。言うべきではないと交わしておりました。 

  しかし、今回は市が調査しましたので、市の色々なその時の調査した結果については

色々不満があるわけですけれども、今回はなぜこんなに長い期間引き延ばしたというこ

とについては履歴の改ざんが認定できたからだとおっしゃいますけれども、当時の監査

報告、議事録のやり取りの中でも、すでにこのときに履歴の改ざんは認定できていまし

たよね。福田氏ご本人も、そういう話をしているというのは議事録にも載っております。

だから、それが今になって確認できたというのはちょっと解せないわけですし、間間に

色々調査しながら前の弁護士、それから新しい弁護士、これではなかなか処分できない

ということでしたが、その辺りもなかなか私は理解できないです。 

  では、今処分できたというのは、なにが違うのかといいましたら、本当にそんなに違

いはないんですよ。今回出された内容なんかすでに全部出ているんですよ。監査結果に

も、それからそのときのやり取りをした議事録の中にも出ているんです。 

  ただ、審議会は最初、個人情報だから証明書を照会してくれないかといったときには、

個人情報なのでできないということだったけれども、その後、平成２４年３月９日に、

逆に国税審議会から照会があったということで、それは新しく明らかになった事実だと

いうことなどありますけれど、相変わらず人事給与システムに入力をしてねつ造をした。

これは一体どういう経過をたどったのか、どの職員がやったのかということも明らかで

はありませんし、実際に改ざんしたデータの日付から見ると、みんな午前８時何分です

から勤務中ですよね。勤務中にデータを改ざんしていたということは、やはり大変な問

題だろうなと思います。 

ですから、こういうのがこの長い間、処分できなかったというのが今の副市長の答弁

を聞いてもなかなか「あ、そうですか」とは言いづらいと思います。 

それから、こういう問題が起きてですね、今本当にインターネットではいろんな情報
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を知ることができますから、ちょっと調べれば明らかに違法なことをやっているって分

かるんですよ。 

例えば、当時も１５年に地方公務員だったら税理士の試験を免除できるのは２８年以

上税務に関して仕事をしていなければ駄目だということを皆分かっていながら、しかも

ですね、残りのねつ造した１４年関わっていたということは、それは妥当だかどうかと

いうことを議論していますけれども、ちょっとネットで調べれば出てくるんですよ。関

わったくらいでは加算できません。いくらでも出てきますよ。明らかに税務関係を管理・

監督をし、それに精通をしているそういう仕事をしていて２８年以上ですから、職務は

自分のいる部署が変わってたまたま福田氏が税務に詳しいからといって、「ちょっとここ

を教えてくれ。ちょっとここを手伝ってくれ」と言われて「いいよいいよ」ってやった

くらいで加算なんかできないんですよ。そんなことは、ちょっと調べれば分かりますし、

執行部でそれが調べられないというのは不思議でなりません。 

それから、町長が便宜を図ってやれと言って、試験を免除できるための証明書に公印

を押したということですけれども、これもいつ誰がどうやって決裁を取ったのか、取ら

なかったのかさえ分からないということですが、飛騨市の公印規定。これは多分、合併

のときに古川町をそのまま引用して飛騨市の公印規定になったものだと思いますけれど

も、ここにちゃんと管理の責任がどこにあるのか、あるいは公印を押すときには、ちゃ

んと決裁を取って許可を取らなければならないということが書いてあるんですよ。こう

いうことが、つまり誰がどういうときにやったのか分からないということは、これを管

理している上司の責任は１００％責任者ですよ。そういうことを、きちんとそこに手が

届かない。だから実際に手を染めた職員だけは処分されていますけれども、やはり行政

の中での連帯責任がちゃんと問われていない。それも処分されていない。こういうこと

が抜けているところばかりだから市民は納得しないんですよ。この辺りは当時分からな

かったんですか。 

◎議長（葛谷寛徳） 

  答弁を求めます。 

□副市長（白川修平） 

  公印の前に、冒頭にお話をされたことにつきまして説明させていただきますが、当然、

福田氏が頼んだことにつきましては当時から分かっていたわけでございますが、今回の

処分につきましては福田氏を処分したわけではございません。当時の担当係長と担当者

を処分したわけでございます。 

  それで、当時の係長がデータの改ざんに関しまして、どのような関わり方を持ってい

たかということにつきましては、平成２４年の監査報告の中では明確になっていない。

これにつきましては、私の方で判断したわけではなくて、専門家であります弁護士に監

査報告を見ていただきながら、これをもって担当係長それから担当者につきまして処分

できるかどうかということを確認をした際に処分ができないということを指摘受けまし
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たので、処分を保留したということでございます。 

  それから、当時の町長の関わり合いにつきましては、事情聴取をした総務部長の方か

ら説明をさせますが、公印でございますが、公印は町長が管理をしておりません。 

事務決裁規定を見ていただくと分かるわけでございますが、当時は総務課長、現在は

総務部長が公印を管理いたしております。それで、決裁等があったものにつきまして職

印を押すわけでございまして、当然、管理責任は当時の総務課長にあるというふうに思

っています。 

  なお、履歴の日付のときの総務課長は当時、私でありましたので併せて報告をさせて

いただきます。 

□総務部長（小倉孝文） 

  今ございましたように、当時の町長の聞き取りですけれども、これは平成２３年の１

２月１５日の全員協議会で説明をしております。ご存じの方もみえるかと思いますけれ

ども、今一度復唱いたしますと、当時の町長に訪問して聞き取ってきました。 

  そのとき、当時の町長は町長に就任後、組織の縦割りは機能的でないと思っていたと。

そのことから滞納整理等は幹部職員にさせ、いわゆる兼務体制で業務につかせると。例

えば建設課の職員が税の徴収時に税務課の職員でないと言われたときには、税務課の兼

務であるというように指示されたと言ってみえます。 

  また、商工課の職員だけが町内の企業が何を製造しているのか知っているのではなく、

他の課の職員も知ることの重要性を考え企業の研修をさせたということで、職員が町民

のために兼務で公務にあたるというのは当然だというような考えを述べられております。 

  また、元職員につきましても当時の助役を通じて、税理士になるため研修を終えてい

るとの報告を受け、元職員の兼務事実は認め証明の指示は口頭で伝えたが、誰に伝えた

かは不明であると。 

  また、履歴書に関する証明に職印が押してあるのであれば、私の責任であるというよ

うなことは述べてみえます。 

  それで、市は何もしていなかったということ先ほど、籠山議員からございましたよう

に、平成２３年１０月１５日のときには情報センターに確認いたしまして、平成１５年

３月２７日にシステムが最終的な更新をされたと思われるというような回答をいただい

ております。 

  また、当時の担当職員に聞き取りをしましたけれども、電算システムへの履歴の過失

等はないというようなことを淡々と述べております。 

  それで、この問題が平成２６年６月１０日でございます。改めて私どもの顧問弁護士

のところへ聞きに行きましたら、今の証拠だけでは駄目だと。ただし、当時の職員が自

供すれば証拠なしに処分はできるという回答を得ております。 

  それで私どもが調査をしながら顧問弁護士といろいろ話をしました。最終的に私たち

は人事給与システムに入力した者が断定できない状況から、システムの管理担当係長と
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しての管理業務は怠慢であったというようなことを述べておりましたら、色々話がある

中で、兼ねるという言葉は当時の元上司と、その俗語を作った担当の係長しか知らない

と。またその言葉については誰にも話していないという事実がございました。その２人

しかしらないのに、システムの情報が改ざんされているということは、当然部下に対し

てなんらかの命令はあったかどうかは別といたしまして、主体的に関わったというのが

顧問弁護士の見解です。 

  ですから、今回、私たちは処分の内容は「辞令にない履歴の作成をほう助し、また、

元職員から依頼を受けて人事給与システム改ざんに対して主体的に関わった」というこ

とと、「情報システムの管理不足」であるということを担当係長に対して処分の内容にし

たわけです。 

  また、担当職員については上司からは依頼を受けていないという発言が何度も繰り返

されました。それは１回２回でなしに、何回もその話は出てきました。 

しかし、これ以上は話の内容が出てこないということで担当者２人に対しましても、

要は公務中に８時４５分から８時５５分ですから１０分間、公務中に改ざんされたとい

うことでの管理責任をとったわけです。そのことを弁護士にも相談しながら今回の処分

を行ったものでございます。以上です。 

○１７番（籠山恵美子） 

  時間がないので、この問題は他の議員の方がそれぞれやられるようですので、この後

の新しい事実が出てくるかどうか、それに期待しながら次に移りたいと思いますが、神

岡商工会議所のことで、お断りしておきますけれども、会議所と市のやり取りを今、私

が言っているのではありません。このことについての職員の処分について、当時の状態

とそのことについての処分のことについて話しているので、横道それないでやり取りを

したいと思います。 

  執行部はどうしても目的外使用ということをいうんですけれども、ご存知ですか。平

成１８年に地方自治法が変わりまして、この行政財産、これまでは行政財産を例えば自

販機でも何でもそうですけど、民間に使用させるときには目的外使用という方法しかあ

りませんでした。ですけれども平成１８年度の４月から地方自治法が改正されたんです

よ。２３８条の４項第１号。これが変わりまして行政財産といえどもこれを貸し付ける

ことができる、私権を設定することができるというふうに条例改正されたんですよ。ご

存じですか。 

◎議長（葛谷寛徳） 

  答弁を求めます。 

□総務部長（小倉孝文） 

  お答えいたします。まず１点加えさせていただきますけれども、元町長はこれは監査

員の聞き取りでもございますように、辞令を出すということまでは言っていないという、

さっきの追加でございますけれども、元町長は辞令を出すことまでは言っていないとい
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うことだけはお願いいたします。 

  今、籠山議員がおっしゃるのは、転用の話ですけれども、これは各全国的に合併が進

みました。そうしますと、飛騨市もそうでしたけれども、２町２村に保健センターとい

うものがございました。 

ところが実際には２ヵ所に保健センターを収集しますと河合・宮川の保健センターは

要らなくなるということでの転用の話です。これは行政財産を使う場合にはあくまでも

目的外使用です。 

神岡町のときに平成１８年、賃貸者契約ということは借地借家法がでるということで、

行政財産を行う場合には目的外使用です。普通はそんな借地契約は行いません。借地契

約を行うということは、借地借家法がでてきまして法律では契約が切れてから出て行き

なさいということが言えないんです。ですからこの契約は間違っていると。 

あくまでも行政財産の目的外使用の申請をされて、そこを許可すると。１年間。とい

うふうに私たちは解釈しておりますので、先ほどの財産の転用とはまた別の問題だとい

うふうに考えております。よろしくお願いいたします。 

□副市長（白川修平） 

  補足をいたしますが、今回の処分は行政財産・普通財産ということではなくて、本来

いただくべきお金をいただかなかった。偽りの契約書を作って面積ではなくて料金の算

定を故意にごまかしていたから処分したわけでございまして、普通財産・行政財産とい

うところで議論しているわけではございません。 

籠山議員が先ほどおっしゃいましたように、行政財産・普通財産とか補助金どうのこ

うのということではなくて、本来いただかなければいけない計算方法を故意に面積を小

さくして、年額１００万円以上の金額をいただかなければいけないところを５０万円し

かいただかないような契約を作ったために処分したということでございますので、職員

の処分ということに関して言えば、行政財産・普通財産という議論からは少し外れてい

るというふうに思います。 

○１７番（籠山恵美子） 

  違うんです。私は文部科学省にも確認をいたしました。岐阜県と文部科学省の見解は

一致していました。私の思いと同じでした。 

  つまり、当時、これはだから処分するにあたった平成１８年ですよ。商工会議所が公

民館の指定管理者になりました。そのときの手続きは賃貸借契約をしていますよね。な

ぜ賃貸借契約だったのか。なぜそれが監査で通ったのか。 

つまり、その当時は財産を処分して転用という形にした県の指摘によって、そういう

やり方を改正地方自治法上の２３８条の１項４項を活用して、建物の一部の貸付の手続

きをしたんですよ。 

つまり、その貸付した一部というのは、あの面積ですよ。８３．何平米。その補助金

を返還しましたけれども、その面積按分は公民館ではないというのが文科省それから県
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の見解です。そのための財産処分なんですから。ですから、目的外使用ではないんです。 

ではなぜ、当時平成１８年から５年、指定管理者になって会議所はあそこに入ってい

ます。なぜ賃貸契約がそのまま通ってきたんですか。つまり地方自治法で改正されたと

おりにちゃんとした正しい手続きをしてきたんですよ。その当時の職員は正しい手続き

をしてきたんです。 

ところが今の皆さんは、相変わらず改正地方自治法の前の行政財産は目的外使用しか

いないという言い方で、そういう目で見ているものだから、そこの目的外使用で面積を

計算するのであれば、目的外使用上の規定がありますよね。計算式が。それでやったら

金額が少ないじゃないか。違法に安価にやっているって言いますけれども、私権が設定

されるようになったんですから。地方自治法の改正で。私法上の権利が設定されるとい

うことは、市営住宅の賃貸契約と一緒なんですよ。 

だから、そうやって契約をしたということについては、目的外使用の面積算定の規程

とは別じゃないですか。だから当時、商工会議所は行政の上の人と話をして、この使用

料に収まったんだと言いますけども、それは民民の契約と一緒ですよ。家賃をどうする

かは目的外使用の算定と別なところでやっているんですから、そこはしっかり調査をし

ないと誤ってしまうと思いますよ。 

私は、この当時きちんと県の指摘に沿って職員が手続きをし、財産処分をし、転用を

し、私権を設定させて商工会議所と市と賃貸借契約をしたということの手続きは間違っ

ていません。それは執行部の方が認識を誤っています。 

ではなぜ監査が通ったんですか。おかしいでしょう。 

△市長（井上久則） 

籠山議員は根本的に考え方が間違っているんですよ・・・・・・ 

（籠山恵美子議員「いいえ間違っていませんよ。県も国も間違っているということで

すよ」と発言あり。） 

これはですね、県も国も正しいんですよ。県や国は神岡町公民館を作る、公民館を作

るために補助金を出したんですよ。それを目的を変えたんですね。公民館でないように

変えた。一部を。 

そうすると国や県が補助金を出すための理由がなくなったものですから、その部分は

補助金を返還しなさいよと言われます。そうすると、一旦補助金を返しますと、県も国

もその部分は補助金を返してもらったんだから、自由に使ってもいいですよと。公民館

でありませんよというふうに当たり前なんですよ。 

しかし、その公民館を公民館として指定するのはあくまでも市なんですよ。条例を見

てもらえば分かるんですよ。条例で公民館として指定をしているんですよ。その部分を

貸出ししているんですから目的外で貸出しをしているということを言っているのであっ

て、その補助金の適正化法と、なんと言うかごちゃごちゃになっているんですよ。頭が。

分けてもらわないと、なんでもそうなんですよ。道路でもそうですし水路でもそうです
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し、みんな同じことなんですよ。補助金には出す理由がるんですよ。その理由を外れれ

ば戻せというのが国の、それは会計検査があって発覚することであって、それは何でも

あるんですよ。それを補助金適正化法と今の行政財産の公民館法とはごっちゃにすると

ややこしい話になってしまうものですから、籠山議員の頭になってしまうんですよ。こ

の辺は解釈を変えてもらわないと困るということでございます。 

○委員（籠山恵美子） 

違いますよ。公民館だろうとか福祉会館とか、その概念としてどういう建物にするか

ということでの賃貸者契約とか目的外使用ということが地方自治法に書かれているんじ

ゃないんです。行政財産か普通財産か、この２つのことについての貸し付け、あるいは

目的外使用。地方自治法は、そういうことの規定ですよ。 

例えばですね、法律事務所のいろんな参考例の判例がありますけど、庁舎の一部にフ

ァーストフード店を設置することができるかというのは財産処分をして、今回のこの問

題のように転用すればファーストフード店だって庁舎の中にできるんですよ。建物の中

に一部貸し付けですからできるんです。その空間だけは庁舎じゃないんですよ。ファー

ストフード店なんですよ。そういうふうに地方自治法が改正されて緩和されているんで

す。そのことの認識がないから、相変わらず目的外使用だなんだかんだ公民館だからっ

て言うけれど、概念としては分かりますよ。 

ですけど、行政の手続きというものは行政財産をどうするか、普通財産をどうするか、

そこで手続きが行われていくんですから、国と県と私の考えは一緒なんですよ。市の方

の考え方が誤っています。分かりますか。 

□副市長（白川修平） 

この件につきましては、籠山議員と考え方が違っているんですが、法律の方だけ１つ

申し上げますが、籠山議員がご指摘になられた法律改正、４月１日に行っているんです

が同法の施行は数カ月後なんです。だから契約を交わしたときに、まだ法律改正は施行

していないというのがまず１点でございます。 

それからですね、籠山議員の論理に・・・・・・ 

（籠山恵美子議員「私の意見じゃないって。県の見解なんですよ」と発言あり）  

籠山議員が述べられた論理についてということについて申し上げれば、仮に普通財産

としても、普通財産だから面積をごまかして安く貸し付けるということとは違うという

ことです。だから、この度の処分は行政財産の処分のことについて処分したわけではな

くて、面積をごまかして安く契約したから処分したということなんです。 

だから、仮に普通財産であっても当然、行政財産に準じて使用料を徴収しなさいとい

うことになっているわけですから、面積をごまかして安く契約したから処分したことで

あって。だからそこをはき違えないようにしていただきたい。 

籠山議員は職員の処分のことを話されましたから、処分で言えば普通財産は当然、行

政財産と同じように計算してその中で貸し付けなければならない。それを安く貸し付け
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るなら市長に対して適用させて減免をしたいとか、免除したいなら議会の議決を経て市

の施設でもいくつかタダで貸し付けていますが、当然、議会の手続きを経て安くしてい

るんです。担当者が自分の思いだけで面積を少なくして安く貸し付けるなんてことはで

きないんです。だから、そのことについて処分したということです。 

○１７番（籠山恵美子） 

  そんな問題じゃないですよ。当時、処分された職員が可哀想だと思うのは、この当時、

平成１８年から直営に戻すまでの間、賃貸者契約でちゃんとやってきたという事務的手

続きは、職員は正しいやり方をしていたんですよ。 

  代表監査。もしなんなら答えて下さい。なぜこのときに賃貸者契約というような目的

外使用の申請もなしに、賃貸者契約でやっていたことがちゃんと監査が通ったんですか。 

□代表監査委員（福田幸博） 

  監査はですね、時間的・人的制限がございまして、個別的なところまでは監査できな

いのが現状でございます。 

○１７番（籠山恵美子） 

  私は直営に戻してからどうするかは、そのことは論じておりません。それは政策転換

で市長が直営でやりたい、生涯学習を充実させたい、政策転換によって出ていってくだ

さいというのはありでしょ。それは。 

  でも、その前までは様子が違ったんですから。だから、事務的手続きが当時の法律に

照らしてきちんとやられていたかどうかはきちんと見て、その分は職員がちゃんとまじ

めに手続きをしていた。あるいは、そうではなかったということは公正にやってくださ

い。お願いします。 

〔１７番 籠山恵美子 着席〕 

 

◆散会 

◎議長（葛谷寛徳） 

以上をもちまして、本日の議事日程は全て終了いたしました。会議を閉じ、散会とい

たします。 

 

（ 散会 午後２時５５分 ） 
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地方自治法第１２３条第２項の規定により、ここに署名する。 
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